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設置の趣旨等を記載した書類 

1. 設置の趣旨及び必要性

（１）本学の沿革 

①学校法人光華女子学園の沿革

本学の設置母体である学校法人光華女子学園は、昭和 14（1939）年、東本願寺の故

⼤谷智子裏方の「仏教精神に基づく女子教育の場を」との願いのもとに、財団法人光華

女子学園が発足したことに始まり、翌昭和 15（1940）年に「光華高等女学校」が開設

され、学校としての歴史を刻むこととなった。その建学の精神は、経典『仏説観無量寿

経』の水想観にある文言「其光如華又似星月懸處虚空」にちなみ、清澄にして光り輝く

おおらかな女性を育成するにふさわしい名称として名づけられた校名「光華」と、校訓

「真実心」（仏の心＝慈悲の心）に込められている。 

光華女子学園は昭和 14（1939）年の設置認可以来、現在までに女子教育を行う総合

学園として、幼稚園から⼤学・⼤学院までを有する女子教育の総合学園として発展して

きた。昭和 15（1940）年の高等女学校の開設後、昭和 19（1944）年に光華女子専門学

校を開設、昭和 22（1947）年と 23（1948）年に学制改革により光華中学校、光華高等

学校を開設（光華高等女学校より）、昭和 25（1950）年に光華女子専門学校を光華女子

短期⼤学（文科、家政科）に移行、昭和 26（1951）年に財団法人光華女子学園から学

校法人光華女子学園に移行、昭和 29（1954）年に光華衣服専門学院を開設するなどが

創成期の動きとしてあげられる。その後、昭和 39（1964）年に光華女子短期⼤学の文

科を移行する形で光華女子⼤学を開設（日本文学科、英米文学科）し、⼤学としての第

一歩を踏み出すこととなる。学園の発展は⼤学設置後も続き、昭和 40（1965）年に光

華幼稚園を、昭和 43（1968）年に光華小学校を、平成 10（1998）年に光華女子⼤学⼤

学院（文学研究科日本語日本文学専攻、英語英米文学専攻（修士課程））を開設し、開

学後 59 年目にして学齢に空隙なく人間教育を行う総合学園の体制が整うこととなった。 

②京都光華女子⼤学短期⼤学部の教育理念

本学は、女性の社会進出の増加に伴う実学志向に対応し、卒業後就職し社会のさま

ざまな場面で活躍できる知識やスキルを幅広く身につけられるよう教育改革に努めて

きた。具体的には、昭和 62（1987）年に家政科に生活科学専攻と生活文化専攻を設置、

平成 5（1993）年に家政科を生活学科に改称、平成 7（1995）年に専攻を⼤幅に見直し、

食生活専攻、生活文化専攻、生活デザイン専攻、生活情報専攻を設置、平成 9（1997）

年に栄養士の資格取得を目指す栄養専攻を設置、平成 12（2000）年に短期⼤学生活学

科の短期⼤学部生活環境学科への改称などが挙げられる。その後、女性の四年制⼤学志

向の高まりとより高度な専門資格取得の支援に対応すべく、平成 14（2002）年に食生

活専攻と栄養専攻を⼤学に移行し、人間健康学科を設置するため、短期⼤学部の規模は
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縮小することとなるが、平成 18（2006）年に生活環境学科を、財団法人短期⼤学基

準協会による地域総合科学科の適合認定を受けたライフデザイン学科へと発展させる

とともに、平成 18（2006）年にこども保育学科も増設し、地域で求められる教養や知

識と多彩な技術・技能を有する人材や、幼稚園教諭と保育士の養成に努めてきた。なお、

こども保育学科については、保育者・教育者としてより高い知識とスキルを身につける

とともに、保幼小連携や小中連携にも対応できる人材の養成を目指し、保育士、幼稚園

教諭一種、小学校教諭一種の免許を取得できるこども教育学部こども教育学科として、

平成 27（2015）年度から⼤学に移行したため、短期⼤学部はライフデザイン学科 1 学

科体制となった。 

また平成 13（2001）年には、幼稚園と小学校を除く学校名に「京都」を冠し、学生

の街「京都」に位置する学校としてのブランド力の向上にも努め今日に至っている。 

（２）設置の趣旨及び必要性 

①歯科衛生士に対する現代社会のニーズ

わが国の社会構造及び人口構造の変化に伴い、歯科衛生士の業務は従来の歯科医院

における予防処置や診療補助などに加え、在宅での訪問診療や周術期の患者に対する

口腔ケアのニーズが高まっており、より高度で多様な知識と技能が歯科衛生士に求め

られるようになってきた。さらに、今後の社会情勢の変化や医療技術の進歩に対応でき

るよう、新たな医療情報を積極的に取り⼊れる⾃ら学ぶ態度を持ち、地域社会に興味を

持って目を向け、⾃ら健康課題を見つけ出し論理的思考（ロジカルシンキング）によっ

て解決策を導き出そうとする態度や能力、チーム医療における多職種連携のための知

識とコミュニケーション能力も求められる。一方で、思いやりの心をもって患者の健康

に寄り添う、医療従事者としての基本的な教養と態度を有することもますます重要に

なっている。 

ⅰ 口腔機能の専門的知識と技能 

超高齢社会のわが国は、2040 年には、１人の高齢者を 1.5 人の現役世代で支える

ことになると推計されており、高齢者の健康寿命を伸ばし、要介護となる期間を短

くすることが喫緊の課題となっている。高齢者の咀嚼機能や嚥下機能などの口腔機

能が低下すると、十分な栄養が取れなくなって低栄養になり、要介護に至るリスク

が高まる。そこで適宜、高齢者の咀嚼や嚥下などの口腔機能の低下を舌圧測定など

の口腔機能検査でスクリーニングし、機能が低下している場合は適切な歯科治療や

リハビリテーションを行うことが望まれる。この場合、歯科衛生士には、咀嚼・嚥

下機能についてのより深い知識と口腔機能検査技能及び口腔機能管理と食事の支援

が求められる。 
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ⅱ 基礎疾患等の基本的理解とコミュニケーション能力 

歯科衛生士は⼊院患者や基礎疾患などで寝たきりになった在宅の患者の診療等

において、医師、看護師、言語聴覚士や管理栄養士などとチーム医療を行う必要が

ある。また歯科診療所においても基礎疾患を有する患者への対応や周術期の口腔機

能管理を行う場合がある。歯科衛生士は基礎疾患などの疾患についての基本的な理

解とともに他職種と連携・協働するためのコミュニケーション能力も必要となる。 

周術期に適切な口腔機能管理を行うことは合併症を予防し⼊院期間の短縮につ

ながる。手術を受けない患者についても、口腔健康管理によって口腔内環境を改善

することで、唾液分泌や味覚機能の維持や向上が期待でき、咀嚼・嚥下機能の改善

や食欲の向上につながる場合がある。口腔を全身の健康や QOL（生活の質）につな

げて考える視点を持つ歯科衛生士が求められる。 

ⅲ 歯周病への対応と関連する全身疾患の理解 

高齢者の咀嚼・嚥下機能が低下する主な原因のひとつは、歯周病や根面う蝕など

によって多数の歯が失われることである。歯科衛生士による歯科予防処置や歯科保

健指導をすべての年齢層で行うことは、高齢者で多くの歯を残す観点から重要性が

高まっている。一方、糖尿病の患者は歯周病になりやすく、歯周病の治療を行うと

糖尿病の病態が改善することから、歯周病と糖尿病との間には双方向的な関連があ

るといわれている。また歯周病は、心疾患や慢性腎臓病、呼吸器疾患、骨粗鬆症、

関節リウマチ、悪性新生物、早産・低体重児出産などと関連する可能性が報告され

ている。歯科衛生士は、これらの全身的な疾患についても基本的な知識を有する必

要がある。 

ⅳ 小児の口腔機能発達不全への対応と発育の理解 

小児において、食べ物をよく噛まずに丸呑みしたり、早食いをするなど「食べる

機能」の発達が不十分な口腔機能発達不全症の小児が見受けられ、歯科の対応が求

められている。歯科衛生士は、口腔機能の発達を含めた小児の様々な機能の生後発

達について理解している必要がある。 

②地域における歯科衛生士養成機関の現状

上記のようなわが国の現代社会のさまざまなニーズに応えるためには、コミュニケ

ーション教育などの医療に必要な教養教育を実施し、歯科衛生学科以外の医療系学部

を有してチーム医療教育が可能な⼤学あるいは短期⼤学での教育が望ましい。しかし、

近畿地区には、歯科衛生学科を有する⼤学は４校（内 1 校は令和 5 年 4 月開設予定）、

短期⼤学は 2 校のみである。特に本学科が開設予定の京都府には、歯科衛生士を養成

する⼤学や短期⼤学は 1 校も無い。また、歯科衛生士を養成する専門学校も 3 校ある
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のみで、歯科衛生士の養成機関が１５校ある⼤阪（⼤学３校、短期⼤学１校、専門学校

１１校）に比べはるかに少ない。したがって、京都府には歯科衛生士の十分な供給体制

が整っていないと考えられる。 

③京都光華女子⼤学短期⼤学部（以下、本学）に歯科衛生学科を設置する意義

本学では医療従事者として基本的な技能と態度の涵養に適した豊富な基礎分野の科

目が開講されている。仏教精神を教育の基本に据える本学の学びは、一人ひとりの健康

に寄り添う基本的態度の涵養と親和性が高く、基礎分野での「仏教の人間観Ⅰ・Ⅱ」、

「京都光華の学び」、選択必修での「仏教と医療者」などによって、その態度に対する

考察を深められるのは本学ならではといえる。 

本学が取り⼊れている質問づくりの学習手法（Question Formulation Technique、 
QFT）は、物事に対し「なぜ？」という疑問を持つ課題発見能力を身につけさせるとと

もに、質問づくりを通して、主体的に学ぶ力やロジカルシンキング能力を養うことを目

的としている。また、さまざまな授業でアクティブラーニングが取り⼊れられており、

クラスでのペアワークやグループディスカッション、ICT 機器を利用したプレゼンテ 
ーション資料の作成を通して、コミュニケーション能力の向上が図られている。この様

に本学には医療系に必要なコミュニケーション能力や⾃ら学ぶ能力の育成を図るため

の教育手法が既に取り⼊れられている。 

医療、健康、福祉に関わる学科としては、京都光華女子⼤学（以下、併設校⼤学）

の健康科学部に、看護学科、心理学科の他、医療福祉学科（言語聴覚専攻、社会福祉専

攻）、健康栄養学科（管理栄養士専攻、健康スポーツ栄養専攻）がある。また、光華も

の忘れ・フレイルクリニックがキャンパス内にあり、もの忘れ（認知症）予防・フレイ

ル予防の支援と診療の他、地域包括ケアシステムで活躍できる人材の育成の場にも利

用されている。このような充実した教育環境のもと、社会が求めるチーム医療を視野に

⼊れ、さまざまな専門職と連携し、協働するための豊富なカリキュラムを構築し、医

療、健康、福祉に携わる優れた人材を育成する環境が既に整っており、口腔衛生に係る

専門職養成が加わることで、さらに充実したものに発展できる。 

この様に本学では、従来の歯科衛生士に求められる能力の育成カリキュラムを充実

させるとともに、現代社会のニーズに応える口腔機能とその生後発育、歯周病に関わる

高度な専門知識と技能を持ち、さらにチーム医療を担うための基礎疾患等の基本的な

理解とコミュニケーション能力や⾃ら学ぶ能力を有する歯科衛生士を育成するに相応

しい⼤学である。高等教育機関での歯科衛生士の養成が行われていない京都府におい

て、本学が目指す歯科衛生士を育成することは、京都府を中心とした地域における歯科

衛生士の質を高め、供給状況も改善することに⼤きく貢献できると考えている。 
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（３）養成する人材像と学位授与方針（ディプロマポリシー） 

上記の通り、わが国の社会構造及び人口構造の変化に伴い、従来の歯科衛生士の業務に

加えて、より高度で多様な知識と技能、そして思いやりの心をもって患者の健康に寄り添

う教養と態度を有することが重要となっている。そこで、本歯科衛生学科が養成する人材

像は、建学の精神「仏教精神に基づく女子教育」のもと、他者を配慮し思いやる心を持ち、

幅広い年代の人々の歯と口の健康と向き合い、医療・保健・福祉等の多職種と連携・協働

して地域住民の健康の維持・増進を支援できる歯科衛生士とする。このような人材を養成

するために、「卒業認定・学位授与の方針（ディプロマポリシー）」を次の通りに定めた。 

①仏教精神による思いやりの心を持ち、一人ひとりの口腔の健康に寄り添う教養と態

度を持つ。

②少子高齢社会の進展に伴う多様な歯科・口腔保健のニーズを理解し、乳幼児や高齢

者まで、基本的な歯科・口腔保健の対応ができる。

③医療・保健・福祉等の多職種とのチーム医療や保健福祉活動に必要な知識とコミュ
ニケーション能力を持ち、連携・協働ができる。

④地域社会が抱える健康課題に対し、歯科衛生士としての職業倫理観と責任感をもっ

て口腔衛生の観点から課題解決に向けて取り組むことができる。

本学科における、建学の精神、教育理念と、ディプロマポリシー、カリキュラムポリシ

ー、アドミッションポリシーの 3 つのポリシーの関係性は、一貫したものとなっており本

学科が養成する人材像を明確にしている。（資料 1）（資料 2）（資料 3） 

教育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）を次の通りに定めた。 

［建学の精神教育］ 

・現代社会に生きる女性として思いやりの精神をもって、社会とかかわりを持ちつづける 

価値観や態度を身につけるために、「仏教の人間観」及び「京都光華の学び」を置く。 

［基礎分野］ 

・一人ひとりの健康に寄り添い、他者を理解し適切なコミュニケーションを身につけるた 

めの必修科目を置く。 

・人間や社会についての理解を深めるため、情報分析の基礎や多様な背景を持つ人々へ

の理解と社会貢献、科学的思考等に関する科目を置く。

［専門基礎分野］ 

・人体、歯、口腔の構造と機能を学ぶための科目群を置く。

・全ライフステージにおけるう蝕や歯周病などの病態や病因、予防法や治療薬の基礎を学 

ぶための科目を置く。 

・咀嚼や嚥下などの正常な口腔機能と病態の理解に必要な基礎的事項を学ぶための科目を 
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置く。 

［専門分野（関連科目・卒業研究含む）］ 

・歯科衛生士の業務を修得するための実習科目を置く。

・乳幼児期から高齢期及び障がい者のう蝕や歯周病の特徴と治療法を学ぶための科目

を置く。

・口腔機能の病態と検査法及び治療法、周術期や在宅での口腔機能管理の知識と技能を

学ぶための科目を置く。

［選択必修］ 

・多職種連携やチーム医療、地域社会における集団歯科指導等多様な実習科目を置く。

・ICT リテラシーの向上と習得への第一歩として、パソコン等の情報端末の管理、学内ネ 

ットワークの利用、レポート作成のポイント、各種分析方法の基礎、プレゼンテーショ

ンのポイントなどを実践的に学ぶ科目を置く。

⼊学者受⼊れの方針（アドミッションポリシー）を次の通り定めた。 

［知識・技能］ 

・高等学校までの学習を通じて、歯科衛生士を志す基盤として必要なコミュニケーション 

能力と姿勢を備えている。 

［思考力・判断力・表現力］ 

・建学の精神である「思いやりの心」を持ち、一人ひとりの口腔の健康に寄り添うことが

できる。

・歯科衛生士として必要な知識・技術の習得に、熱心に根気よく取り組み、多様な歯科・ 

口腔保健のニーズや課題について関心がある。

［主体性・多様性・協働性］ 

・歯科衛生士としての能力を修得し、口腔衛生の観点から課題解決に向けて取り組みたい

との意欲がある。 

・医療・保健・福祉等の多職種と連携・協働するチーム医療や保健福祉活動に関心がある。 

（４）組織として研究対象とする中心的な学問分野 

本学科の設置の趣旨、養成する人材像と教育目標を踏まえ、組織として研究対象とする

中心的な学問分野を「歯科衛生学」とする。 

２．歯科衛生学科の特色 

（１）学科の特色 

本学では、建学の精神のもと、思いやりの心、寄り添う心、他者への配慮、共に支え合

う心を持つ女性の育成を目指しており、このような姿勢や態度は、患者に接する際の基本
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となる。併設する⼤学も同様である。⼤学には健康を多角的に探究する健康科学部に看

護学科、心理学科、医療福祉学科（言語聴覚専攻、社会福祉専攻）、健康栄養学科（管

理栄養士専攻、健康スポーツ栄養専攻）といった多様な学科を有しており、少子高齢化

が進む日本社会の医療で極めて重要な多職種連携を教育しやすい環境にある。短期⼤学

部に歯科衛生学科が加わることで、口腔の健康が適切な栄養摂取につながること、会話

や食事の楽しみが QOL の向上に貢献することなどに関わる教育が充実し、医療・福祉

分野の多職種連携の教育が、より多様かつ高いレベルで行えることが期待される。 

今回、設置を計画している歯科衛生学科は、京都光華女子⼤学短期⼤学部及び京都光華

女子⼤学の上記の特徴を生かし、他者を配慮し思いやる心を持ち、幅広い年代の人々の歯

と口の健康と向き合い、医療・保健・福祉等の多職種と連携・協働して地域住民の健康の

維持・増進を支援できる歯科衛生士の養成を目的として、前述４つのディプロマポリシー

を満たすために以下のとおりの教育科目を設定した。 

①仏教精神による思いやりの心を持ち、一人ひとりの口腔の健康に寄り添う教養と態

度を持つ。

「基礎分野」の「仏教の人間観」、「京都光華の学び」で、一人ひとりの健康に寄り

添う基本的態度を学ぶ。また、「プレゼンテーション」、「カウンセリング理論」、「臨床

心理学」で、他者を理解し適切なコミュニケーションが取れる能力を涵養する。さらに

「専門基礎分野」及び「専門分野」の各科目について、本学の専任教員を中心に患者さ

んの⽴場に⽴った患者中心の医療の観点から教育を行う。特に「歯科予防処置演習」で

の相互実習を通して、患者の歯科に対する恐怖や不安、不快感を実際に体験し、寄り添

う気持ちや思いやりの心を育てる。さらに「歯科診療補助論」及び「歯科診療補助演習 
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」では、歯科医療で用いられる歯科材料の種類や使用方法、様々なライフ

ステージや特別な配慮が必要とする方に対応するための歯科診療補助に関する専門的

な知識及び態度を修得する。 

②少子高齢社会の進展に伴う多様な歯科・口腔保健のニーズを理解し、乳幼児や高齢者

まで、基本的な歯科・口腔保健の対応ができる。

乳幼児期から高齢期までの各時期に応じたう蝕や歯周病などの歯科疾患の特性を理

解し、対応するために、「専門基礎分野」の「病理学･口腔病理学」、「微生物学・免疫学」、

「薬理学」、「歯科薬理学」、「口腔衛生学」で、う蝕や歯周病の病態や病因、予防法や治

療薬の基礎を学ぶ。「専門分野」では、「臨床歯科Ⅰ（歯科保存・歯内療法）」、「臨床歯

科Ⅱ（歯科材料学）」、「臨床歯科Ⅲ（歯科補綴）」、「臨床歯科Ⅴ（歯周病）」、「臨床歯科

Ⅶ（小児歯科）」、「臨床歯科Ⅷ（高齢者）」、「臨床歯科Ⅸ（障がい者）」で、乳幼児期か

ら高齢期及び障がい者のう蝕や歯周病の特徴と治療法を学ぶ。さらに、「歯科予防処置

論」、「歯科保健指導論」、「歯科診療補助論」の各科目で、全ライフステージにおけるう
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蝕や歯周病に関わる歯科衛生士の業務を修得する。更に「歯科保健指導演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」

では、個人の情報を収集しニーズを理解してライフステージに合わせた保健指導を考

える能力を養っている。 

咀嚼や嚥下などの口腔機能について、子供の機能発達不全や加齢による機能低下を

理解し対応するために、「専門基礎分野」の「人体（歯・口腔を除く）の構造と機能」、

「歯・口腔の構造と機能」、「疾病の成り⽴ち及び回復過程の促進」に区分される各科目

によって、咀嚼や嚥下などの正常な口腔機能と病態の理解に必要な基礎的事項を学ぶ。

また、併設⼤学の健康科学部健康栄養学科の講師による「栄養学」では、管理栄養士と

の連携によって嚥下・咀嚼障害の患者に対する食形態の提案の際に必要な知識を学ぶ。

さらに、「専門分野」の「臨床歯科医学」に区分される「臨床歯科Ⅲ（歯科補綴）」、「臨

床歯科Ⅶ（小児歯科）」、「臨床歯科Ⅷ（高齢者）」、「臨床歯科Ⅸ（障がい者）」、「臨床歯

科Ⅺ（口腔機能リハビリテーション）」、で口腔機能の病態と検査法及び治療法を学び、

「臨床歯科Ⅹ（地域包括ケア）」での講義や演習を通して周術期や在宅での口腔機能管

理の知識と技能を高める。さらに興味がある学生は、併設⼤学健康科学部医療福祉学科

言語聴覚専攻の教員との連携により選択必修として開講する「摂食嚥下障害学」、「摂食

嚥下障害学演習」を選択することで摂食嚥下障害の理解と技能を深めることができる。 

③医療・保健・福祉等の多職種とのチーム医療や保健福祉活動に必要な知識とコミュニ

ケーション能力を持ち、連携・協働ができる。

ディプロマポリシーの①であげた「基礎分野」の科目によって他職種との連携・協働

に必要なコミュニケーション能力を涵養するとともに「専門基礎分野」の各教科で全身

と口腔についての医学的な基礎知識を学修する。「専門分野」では、「専門職の連携（基

礎）」（選択必修の科目で必修）で多職種連携の基礎を学んだ後、「歯科診療補助演習Ⅲ」

で⼊院患者、在宅、障がい者に対する歯科治療の補助について、基本的な知識と技能を

習得する。さらに「臨床歯科Ⅹ（地域包括ケアシステム）」の講義と相互実習によって

地域包括ケアシステムに求められる口腔健康管理の理解と技能のレベルを上げるとと

もに、「臨床実習」の「臨床臨地実習Ⅱ」と「地域歯科保健実習Ⅱ」によって病院や福

祉・保健所での多職種連携の現場を体験し、多職種連携に必要な知識と技能を習得する。

さらに興味がある学生については、「専門職の連携（応用）」（選択必修）を選択し、演

習を通して学修を深める。 

また、上記②にあるように併設⼤学における医療・保健・福祉等の専門職養成を行う

学科と連携した科目を開講しており、他の専門職養成に携わる専任教員との接点を持

つことで多職種連携への関心と理解を深められる環境を整えている。 

④地域社会が抱える健康課題に対し、歯科衛生士としての職業倫理観と責任感をもっ

て口腔衛生の観点から課題解決に向けて取り組むことができる。
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「専門分野」の「歯科衛生士概論」「基礎歯科実習」等において、歯科衛生士としての

職業倫理観と責任感を学ぶ。「臨床臨地実習Ⅰ・Ⅱ」や「地域歯科保健実習Ⅰ・Ⅱ」等

により実践を通して、職業倫理観や責任感を体得するとともに、臨床の現場で体験した

障がい者や高齢者に対する健康維持の問題点などの内容をもとに、「卒業研究」におい

て地域社会が抱える健康課題をリストアップする。そのうちの一つを取り上げ、必要な

資料の収集や文献検索を行い、歯科衛生過程の観点から解決法を⽴案する。 

以上のカリキュラムを実施するために、歯科医師の教員として、咀嚼・嚥下機能の専門家 

で口腔生理学教授経験者、多職種とのチーム医療に精通する口腔外科学教授経験者、う蝕・

歯周病の病原細菌研究の専門家で小児歯科学准教授経験者を配置した。また、助教以上の歯

科衛生士の教員は、それぞれ専門領域が、多職種連携、オーラルフレイル、小児看護（看護

師の資格も有す）、訪問看護、食育、咀嚼機能、う蝕・歯周病の病原細菌研究、インプラン

トメインテナンス、口腔外科診療補助などの多岐にわたる。これらの教育・研究・臨床にお

いて豊富な実務経験を有する専任教員が中心となり、併設⼤学の専任教員の協力を仰いで

教育活動を行う。また、専任教員だけでは困難な科目については歯科系⼤学の教員に非常勤

講師として協力を得て十分な教育を実施し、ディプロマポリシーの達成を目指す。 

（２）同一敷地内にある併設校園との連携 

本学の併設⼤学には、歯科衛生士と関連する分野の専門家を育成する学科として、健康

栄養学科（管理栄養士・栄養士）、医療福祉学科（社会福祉士・精神保健福祉士・言語聴

覚士）、心理学科（公認心理士）、こども教育学科（小学校教諭・幼稚園教諭・保育士）、

看護学科（看護師・保健師）を設置し、各領域を専門とする教員が在籍し、他職種連携の

取組を実施できるほか、施設・設備、専門図書も充実している。 

これらの学科の教員は、歯科衛生学科の「栄養学」、「看護学」、「専門職の連携」、「包括

的ヘルスケア論」で授業を担当するほか、歯科衛生学の隣接分野の専門家として、歯科衛

生学科教員や学生に助言、援助等を行うこととしている。 

また、⼤学・短期⼤学部の共用施設として「学習ステーション」が設置されており、理

数系科目の指導を専門とする職員が常駐しており、⾃習・グループワーク等の目的に合わ

せた学習環境を提供している。 

さらに、本学園の敷地内には、幼稚園、小学校、中学校、高等学校を併設しており、

令和 7 年頃に導⼊が検討されている国民皆歯科健診を想定した歯科指導を行う事が

できるなど、総合学園としてのメリットを活かした教育活動を行うことができる。 

3. ⼤学、学部・学科等の名称及び学位の名称

本教育課程は設置の趣旨、教育目標及び教育課程を踏まえ、学科名称及び学位名称を以下
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の通りとする。 

学科の名称は、歯科口腔科学の専門的知識と技能についての教育研究を行うことから、

「歯科衛生学科」とする。 

（１）学科の名称 

歯科衛生学科 英語名 「Department of Dental Hygiene」 

（２）学位の名称 

短期⼤学士（歯科衛生学） 英語名 「Associate Degree of Dental Hygiene」 

4. 教育課程の編成の考え方及び特色

（１）教育課程の編成の考え方 

本学園の校訓は、「真実心」に込められた願いを「光華の心」と表しており、「向上 

心」、「潤いの心」、「感謝の心」の 3 つの心を表している。今回設置する歯科衛生学科

は、「光華の心」の実践者として、他者を配慮し思いやる心を持ち、幅広い年代の人々

の歯と口の健康と向き合い、医療・保健・福祉等の多職種と連携・協働して地域住民の

健康の維持・増進を支援できる歯科衛生士を養成する。このため教育課程は、「基礎分

野」、「専門基礎分野」、「専門分野」で構成し、専門分野の体系性に基づいて必修科目と

選択科目を分け、順次性をもって学期別に科目を配置している。また、ライフデザイン

学科及び併設⼤学の健康科学部の看護学科、心理学科の他、医療福祉学科（言語聴覚

専攻、社会福祉専攻）、健康栄養学科（管理栄養士専攻、健康スポーツ栄養専攻）と

連携を図り、多職種とのチーム医療や保健福祉活動に必要な知識とコミュニケーショ

ン能力の涵養を行う。

（２）教育課程の構成と区分 

教育課程は、歯科衛生士学校養成所指定規則及び歯科衛生士養成所指導ガイドライン

に則り編成している。また本学の建学の精神や養成人材像に基づいた科目を配置してい

る。 

カリキュラムポリシーに基づき、基礎分野においては人や社会への理解や科学的思考

に関して学ぶ事を目的とした科目より構成され、主に 1 年次と 2 年次に開講する。専門

基礎分野においては歯科・口腔保健に関する基礎知識と各ライフステージにおける課題

を学ぶための科目より構成されている。専門分野では実習における業務・技能の修得に加

え地域課題への取組や多職種連携に関して学ぶ科目より構成され、主に 2 年次と 3 年次

に開講する。 

これらを踏まえた教育課程を通して、建学の精神を基礎とし人間と社会に対する理解

と職業倫理観と責任感を備えた歯科衛生士を、順次性が考慮されたカリキュラム体系と

なっている。 
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①基礎分野

「基礎分野」は、仏教と建学の精神を学び、学科の専門領域を超えて学ぶ探究心を育

てる「人間と生活」と、生命科学の基礎的・基本的な知識・技能の確実な定着を図る視

点から「科学的思考の基礎」の 2 区分で編成している。「人間と生活」の「仏教の人間

観」、「京都光華の学び」で、一人ひとりの健康に寄り添う歯科衛生士としての基本的態

度を学び、「基礎ゼミ」では高校から⼤学への移行を円滑に行えるよう支援し、スタデ

ィスキルを身に付け、学びの効果を高める。また、医療情報を分析する基礎として「デ

ータサイエンス⼊門」、「医療英語」、「プレゼンテーション」等を必修科目とする。医療

従事者として患者心理を学ぶために必要となる「カウンセリング理論」と「臨床心理学」

は選択必修科目とする。「科学的思考の基盤」として「生命科学の基礎」を設定してい

る。 

②専門基礎分野

「専門基礎分野」は基礎医学を学ぶ「人体（歯・口腔を除く。）の構造と機能」と、 

口腔顎顔面の基礎医学を学ぶ「歯・口腔の構造と機能」、種々の病態と治療法を理解す

る「疾病の成り⽴ち及び回復過程の促進」及び公衆衛生学・行政などを学ぶ「歯・口腔

の健康と予防に関わる人間と社会の仕組み」から構成される。 

ⅰ「人体（歯・口腔を除く。）の構造と機能」 

「解剖学・組織発生学」、「生理学」で医学の基本である人体の器官や組織の形態 

学的な特徴とそれらの機能と機能が発現するメカニズムを学び、「栄養学」で栄養

と健康の関わりを学ぶ。 

ⅱ「歯・口腔の構造と機能」 

「人体の構造と機能」を基本として、口腔領域の構造と機能を「口腔解剖学」、「口

腔生理学」で学び、生命現象の背景にある化学反応と唾液やデンタルプラークの

成分と特徴を「生化学・口腔生化学」を学ぶ。 

ⅲ「疾病の成り⽴ち及び回復過程の促進」 

健常時の「人体の構造と機能」、「歯・口腔の構造と機能」を基盤として、「病理 

学・口腔病理学」で全身や口腔に発生するさまざまな疾患の原因や病態を学び、 

「微生物学・免疫学」で感染症の原因となる微生物の種類と特徴及び免疫応答を 

学び、「薬理学」、「歯科薬理学」で疾病の治療に用いる各種の薬物の薬理作用や副 

作用などを学ぶ。 

ⅳ「歯・口腔の健康と予防に関わる人間と社会の仕組み」 

人々の健康を守る、保健・医療・福祉・行政の様々な仕組みについて「口腔衛生
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学」、「公衆衛生学」、「保健情報統計学」、「歯科医療と関係法規」を通して学ぶ。 

③専門分野

「専門分野」は「歯科衛生士概論」、「臨床歯科医学」と、歯科衛生士の三⼤業務であ

る「歯科予防処置論」、「歯科保健指導論」、「歯科診療補助論」及び実際の歯科診療現

場にて学ぶ「臨床実習」、国家試験対策として「関連科目」、「卒業研究」、「選択必修」

（うち５科目が必修）で構成される。

ⅰ歯科衛生士概論

「歯科衛生士概論」として、歯科衛生士の基本となる業務全体の概略を学ぶ。 

ⅱ臨床歯科医学 

「臨床歯科医学」は、「臨床歯科Ⅰ（歯科保存・歯内療法）」、「臨床歯科Ⅱ（歯科材 

料学）」、「臨床歯科Ⅲ（歯科補綴）」、「臨床歯科Ⅳ（口腔外科・インプラント）」、「臨

床歯科Ⅴ（歯周病）」、「臨床歯科Ⅵ（矯正歯科）」、「臨床歯科Ⅶ（小児歯科）」、「臨

床歯科Ⅷ（高齢者）」、「臨床歯科Ⅸ（障がい者）」及び超高齢社会を意識した「臨床

歯科Ⅹ（地域包括ケアシステム）」、「臨床歯科Ⅺ（口腔機能リハビリテーション）」

を配置し、摂食嚥下障害から言語障害まで様々な口腔の機能障害に幅広く対応でき

ることを目的とした。11 科目を通じて、臨床歯科医学の基礎の確⽴と最新歯科技

術の習得・研鑽、医術の向上、ならびに医療人としてチーム医療や他職種連携の基

礎的な知識や技能を学ぶ。 

ⅲ歯科予防処置論 

「歯科予防処置論」は、1 年次前期「歯科予防処置論」において歯科予防処置の基礎 

知識を学び、１年次後期に「歯科予防処置演習Ⅰ」、２年次前期に「歯科予防処置

演習Ⅱ」、2 年次後期に「歯科予防処置演習Ⅲ」を学んだ後、臨床実習を経験する

ことで、学修の順次性を考慮し、総合的に学べるように配置した。「口腔衛生学」

や「臨床歯科Ⅴ（歯周病）」などの学修内容と関連付けながら、マネキンを使用し

た基礎実習から、口腔観察や予防的歯石除去及び実践的なう蝕予防処置方法を、理

論的な知識を持って、安全に行う技術を身につけることをねらいとしている。 

ⅳ歯科保健指導論 

歯科保健指導は、健康教育の概念や行動変容理論を学修し、全ライフステージにお 

ける口腔保健向上を目的とした歯科保健指導、健康教育を実践するための重要な 

科目である。学習の順次性を考慮し、1 年次前期「歯科保健指導論」、1 年次後期 

「歯科保健指導演習Ⅰ」、2 年次前期「歯科保健指導演習Ⅱ」、「歯科保健指導演習

Ⅲ」を学んだ後、臨地実習を経験することで総合的に学べるように配置した。 
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ⅴ歯科診療補助論 

「歯科診療補助論」は、１年次の（通年）に配置し、学修の順次性を考慮し、1 年

次（通年）に「歯科診療補助演習Ⅰ」、2 年次に「歯科診療補助演習Ⅱ、Ⅲ」を学

んだ後、「臨床臨地実習Ⅰ、Ⅱ」を経験することで歯科診療補助に関わる学修が総

合的に学べるよう配置している。２年次では、臨床歯科医学の「臨床歯科Ⅰ（歯

科保存・歯内療法）」や「歯科放射線・臨床検査学」、「臨床歯科Ⅱ（歯科材料学）」

を含み、歯科診療補助に関わる学修内容を包括的に取り込んでいる。さらに基礎

的・基本的な知識・技能を着実に獲得しながら、既存の知識・技能と関連付けて

学べるよう、臨床歯科医学の各科目と並行して「歯科診療補助演習Ⅰ～Ⅲ」を配

置する。特に３年次前期の「臨床歯科Ⅹ（地域包括ケアシステム）」と連動するこ

とにより、在宅診療における診療補助のあり方を学び、多角的な視点での授業を

行うことを目的としている。 

ⅵ臨床実習 

臨床実習は、歯科衛生士業務に必要な基礎的・基本的な知識及び技術の習得を通

して、歯科医療と歯科衛生士とのかかわりについて理解を深め、協調性と実践的

な態度を育てることにより、学外実習となる「臨床実習」に繋がることを目的と

した体系的な科目の配置を行った。１年次後期に臨床現場での歯科医師・歯科衛

生士等の働きについて見学を中心に学ぶ「基礎歯科実習」を初段階に配置した。

次に、「臨床臨地実習Ⅰ・Ⅱ」を２年次後期から 3 年次前期に配置した。「臨床臨

地実習Ⅰ」では、歯科医院を基盤にした「歯科診療補助」、「歯科予防処置」にお

いて 2 年次前期までに習得した歯科衛生の知識と技術の統合を目的とした実習

を行う。次に、「臨床臨地実習Ⅱ」では、多職種連携やチーム医療、口腔外科領域

の疾患を学ぶため、⼤学附属病院及び病院や特殊診療科において実習を行う。 

「地域歯科保健実習Ⅰ」は、３年前期に配置し、幼稚園・保育所(園)及び小・中学 

校等において集団を対象にしたう蝕や歯周病を中心とする疾病予防のための歯

科保健指導の実施を行う。「地域歯科保健実習Ⅱ」は、３年次の通年として、社会

福祉法人や高齢者福祉施設、地域歯科保健（歯科保健センター等）施設、保健所

等において地域社会における人々の健康と生活を支える活動などの多様な実習

を実施する。いずれの実習においても、実習前には事前オリエンテーションを実

施し、学生に対して実習の重要性や医療人として倫理観を備え、責任ある行動を

とることについて理解させる。実習終了後には報告会を開き、実習体験を共有す

るとともに実習の振り返りを行う。 

ⅶ関連科目 

2 年次に必修科目として「看護学」を履修し、口腔の専門職である歯科衛生士とし
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て、看護の役割と看護活動の実際を理解し、備えておきたい対人援助スキル、チー

ム医療を学ぶ。また、3 年次には、近年需要が増えている「歯科審美学」を必修科

目として履修し、審美的な回復による QOL の向上を理解する。同じく３年次に

「歯科衛生セミナー」を配置し、これまで学んだ歯科衛生士科目について、 

具体的事例を通して、歯科衛生士専門職として必要な支援の技術、知識を確認する。

また、国家試験の事例問題を主として取り上げて、国家試験受験への意欲を高める。 

ⅷ卒業研究 

卒業研究の目的は、歯科衛生業務に関しての疑問や課題について主体的に研究し、 

⾃⼰の知識や理論を探索することである。全ての実習の総括として３年次に「卒業

研究」を配置した。地域社会が抱える健康課題をリストアップし、そのうちの一つ

を取り上げ、必要な資料の収集や文献検索を行い、歯科衛生過程の観点から解決法

を⽴案し、研究のプロセス・研究成果のプレゼンテーションを実施する。課題発見・

解決能力及びプレゼンテーション能力を涵養する。 

ⅸ選択必修 

選択必修では、多職種連携や医科歯科連携の重要性や高まっている急性期や回復 

期医療について、専任教員による「歯科診療補助論」と「歯科保健指導論」にて歯 

科衛生士の視点からの授業を学修したうえで、１年次後期の「専門職の連携（基礎）」 

では、併設⼤学の健康科学部看護学科や健康栄養学科管理栄養士専攻、医療福祉学 

科言語聴覚専攻の専任教員の協力を得て、オムニバス方式でチーム医療の基礎を 

学修する。また、ICT の活用能力向上のための科目として「情報リテラシー」、日 

本の医療保険制度や医師事務作業補助技能について学ぶ「メディカルクラーク」、 

「ドクターズクラーク」を開講する。その他、前述の「仏教と医療者」や「摂 

食嚥下障害学」等、全 25 科目を履修することができる。 

5. 教育方法、履修指導方法及び卒業要件

（１）教育方法 

本学は、併設⼤学のキャリア形成学部、人間健康学群、健康科学部、こども教育学部及

び既設のライフデザイン学科と校舎の一部及び図書館を共用している。 

①クラス編成及び授業期間

歯科衛生学科は、講義は１学年 70 名を対象に、演習及び講義内の実習については、

1 クラス 35 人を基準として授業を実施する。授業期間は他学科と同様に、4 月から 9

月を前期、10 月から翌年 3 月を後期とする 2 学期制とする。前期及び後期の授業期間
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の終了後に定期試験を実施する。授業時間は 1 コマを 90 分とし、講義は、基本的に 1

名の教員で行うが、授業科目によっては担当を分担して複数の教員での共同授業やオ

ムニバス形式で行う。授業時間は 1 時限 8：50～10：20、2 時限 10：30～12：00、3 時

限 12：50～14：20、4 時限 14：30～16：00、5 時限 16：10～17：40 とする。講義・

演習は 1 単位 15～30 時間、臨床実習は 1 単位 30～45 時間を基準とする。（資料 4） 

②基礎分野科目

基礎分野科目は、「人間と生活」必修 6 科目と選択必修３科目、「科学的思考の基盤」

必修１科目の 2 区分で編成している。全てを 15 回の授業回数に設定し、講師 1～2 名

を配置している。ただし、1 年次前期における「基礎ゼミ」では、１学年を 17～18 人

ずつ４つに分けて、専任教員をそれぞれ１名ずつ配置し、各担当クラスの学生の履修指

導にあたるとともに、学習や生活に関する相談にも応じる。 

③専門基礎分野

「人体（歯・口腔を除く）の構造と機能」、「歯・口腔の構造と機能」、「疾病の成り⽴

ち及び回復過程の促進」、「歯・口腔の健康と予防に関わる人間と社会の仕組み」の４つ

に分け、14 科目を配置している。そのうち医療関連領域の学びの基礎として「解剖学・

組織発生学」、「病理学･口腔病理学」等の 11 科目を１年次に、専門性が高い「歯科薬理

学」は２年次に、「歯科医療と関係法規」と「保健情報統計学」は専門基礎分野及び専

門分野の科目の学修が進んだ３年次に配置している。1 年次後期の「口腔生理学」及び

「微生物学・免疫学」では、講義に加えて、1 学年を 35 名の２つのクラスに分けて、

1 年次通年を通じて習得した知識をもとに、ヒトの口腔機能や微生物学の理解を深める

ために基礎分野の実習もおこなう。 

④専門分野

１年次に「歯科衛生士概論」と、歯科衛生士業務の中心となる「歯科予防処置論」、

「歯科保健指導論」、「歯科診療補助論」を配置する。１年次後期から２年次後期では、

学修の順次性を重視し、講義科目で習得した専門知識を実践的に深めるため「歯科予防

処置演習Ⅰ～Ⅲ」、「歯科保健指導演習Ⅰ～Ⅲ」を学ぶ。学修項目の多い「歯科診療補助

演習Ⅰ～Ⅲ」は 1 年次前期から２年次後期に配置し、「歯科診療補助論」で習得した知

識を、その後の演習で知識・技術ともに高めていけるように配置する。演習のための教

室は、学内に基礎歯科実習室と臨床歯科実習室を新設する。基礎歯科実習室では、マネ

キン実習机を 40 台設置し、常時一人に一台のマネキンを用いたトレーニングが可能と

なる。臨床歯科実習室では、歯科用ユニットを 13 台設置し、１学年を２クラスに分け

た 35 名が３名ずつ 1 チームとなり、一斉に実習を行うことができる。 

「臨床実習」は、全専任教員が担当し、「基礎歯科実習」（2 単位）を初段階として、
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2 年次後期～3 年次前期に「臨床臨地実習Ⅰ」（12 単位）、「臨床臨地実習Ⅱ」（4 単位）

を配置した。3 年次前期では、「地域歯科保健実習Ⅰ」（1 単位）を、3 年次通年で「地

域歯科保健実習Ⅱ」（1 単位）を学修し、3 年次に「卒業研究」において全ての実習の総

括とする。 

「臨床歯科医学」は、２年次を中心に臨床歯科Ⅰ～Ⅺの 11 科目の配置をしている。

その他、3 年次の「卒業研究」では、学修の総まとめを目的としており、３年次（通年）

の「歯科衛生セミナー」は、専任教員全員が担当し、これまで学んだ歯科衛生士科目に

ついて、具体的事例を通して、歯科衛生士専門職として必要な支援の技術、知識を確認

する。また、国家試験の事例問題を主として取り上げて、国家試験受験への意欲を高め

る。 

⑤選択必修

本学の強みである他学科との医療連携を学ぶ「専門職の連携（基礎）」は１年次の後 

期に必修科目として配置し、併設⼤学の看護学科や健康栄養学科管理栄養士専攻、医療

福祉学科言語聴覚専攻の専任教員の協力を得て、各学科の 3・4 年生の話を聴くことで、

これからどのような学生生活を送り、卒業後どのように専門職者として活躍していく

のかをイメージし、また、各学科で養成する専門職の仕事の内容・専門性を理解するこ

と、さらに、他学科の専門職についても学習することで、連携することの意義や必要な

コミュニケーション能力などについて学ぶ。それ以外の科目においても、併設するライ

フデザイン学科や併設⼤学からの授業科目内容を履修することができる。

（２）履修指導方法 

① 履修ガイダンスの実施

履修指導については、教育課程の性質上、再履修が困難な状況に陥りやすいこと

を鑑み、⼊学時及び毎年度初めに１週間程度の時間をかけ、詳細かつ丁寧にオリエ

ンテーションを実施する。

具体的には、Wi-Fi ガイダンス（学内 Wi-Fi 接続、メールアドレス等の設定）、履

修登録説明会（学修ポータルサイト使用方法（シラバス検索方法・活用方法含む）、

履修のてびき（学年暦・履修要項等）の説明、履修登録の実施）、専門教育ガイダン

ス（時間割、専門教育科目の履修要件や注意事項等の説明）、クラスミーティングと

段階的に履修指導及び⼤学での学習準備を行う。なお、１年次前期に開講する、歯

科衛生学科専任教員（兼１年生各クラスアドバイザー）が担当する「基礎ゼミ」にお

いても、歯科衛生学科が養成する人物像に対応する履修モデルの提示等を行い、３

年間の教育課程の理解を促す。（資料 5） 

②-1 CAP 制度

本学では無理なく効果的に学習を行うことを目的に、各授業科目に対する学生の学
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習時間の確保を考慮し、履修上限単位（CAP 制）を設けている。歯科衛生学科の履修

科目の登録単位数の上限は１年間につき 48 単位とする。 

③-2 GPA 制度

成績評価において、GPA 制度を導⼊することにより、学生の学習に対する意識改

善及び履修指導に活用しており、学生への通知は、成績通知書に学期 GPA 及び通

算 GPA を表示、また学修ポータルサイトにも同様の内容を表示することにより行っ

ている。 

本学においては「京都光華女子⼤学短期⼤学部学則第 13 条」に基づき、試験等

を実施の上成績評価を行う。成績評価基準等については、「履修のてびき－履修規

程」にも記載しており、全学生に配布、また学修ポータルサイトにも掲載し、周

知を行っている。 

具体的な成績評価基準は、下記のとおりである。 

合否 成績評価 成績評価基準 成績内容 GP 

合格 

秀 90 点以上 特に優れた成績 4.0 

優 80 点以上 90 点未満 優れた成績 3.0 

良 70 点以上 80 点未満 妥当と認められる成績 2.0 

可 60 点以上 70 点未満 合格と認められる最低限の成績 1.0 

不合格 
不可 60 点未満 

合格と認められる最低限の成績

に達していない 0.0 

欠 試験欠席 

その他 認 単位認定科目 GPA 対象外 

なお、既設のライフデザイン学科同様に、学習意欲の向上を目的とし、学期 GPA が 

「3.3 以上」の場合、学生は翌学期に開講される科目の中から、4 単位の範囲内で履修

単位の上限単位数を緩和することができる。 

④シラバス

本学では次の項目を含んだシラバスを作成しており、学修ポータルサイト及び基幹

サイト（⼤学ホームページ）より個々の学生が閲覧・利用することができる。

なお、各初回授業にてシラバスを配布し、授業計画や成績評価方法、受講上の注意等の

説明を各担当教員より行うことを周知・徹底している。 

・授業コード、科目コード、科目名、授業名、開講年度/学期、単位、配当年次

・代表教員、担当教員（全員）、実務家教員
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・授業テーマ、授業の概要、到達目標１～３

・授業計画：担当形態、授業計画及び授業内容

授業方法及び学生への課題・小テスト等のフィードバック 

授業時間外学修（予習・復習等）について 

・定期試験等の実施について：実施方法、試験時間、持ち込み物

・成績評価：成績評価方法、成績評価基準、履修上の留意点、オフィスアワー

・授業での使用機器・ソフトウェア

・教科書・参考書（電子教科書含む）

（３）卒業要件 

歯科衛生学科では修業年限を 3 年とし、卒業に必要な修得単位数を 106 単位とする。 

科目区分の履修要件は、次のとおりである。 

・基礎分野  ：必修 11 単位（内、選択必修 2 単位） 

・専門基礎分野：必修 25 単位

・専門分野  ：必修 63 単位 

・選択必修  ：7 単位（内、必修 3 単位） 

歯科衛生士国家試験受験資格の取得については、卒業要件の中で満たしている。 

なお、歯科衛生士国家試験対策については、専任教員全員の指導体制で対応する。 

６.実習の具体的計画

（１）実習の目的 

本学のディプロマポリシーを踏まえ、学内で習得した基礎分野、専門基礎分野における

知識、技術、態度を臨床臨地実習の場で応用し、実践力や応用力を習得する。また、本学

での学びを通して体感した仏教精神、すなわち他者への配慮、思いやりの心の⼤切さを基

盤とし、医療現場においてより具体的に医療従事者としての人間性や相手に対する思い

やり、寄り添い、コミュニケーション力、また医療における倫理観を習得する。 

一般歯科診療所においては、歯科診療補助や歯科衛生士の役割と業務について体験し、

歯科チーム医療についての知識と実践を理解するとともに、他の歯科医療従事者や患者

とのコミュニケーション能力を養い、病院では、各専門領域における当該診療科の機能や

専門性を学ぶとともに、高度先進歯科医療現場における歯科衛生士の⽴場や役割、多職種

との協働や連携について学ぶ。また、総合病院の歯科および口腔外科における当該診療科

の機能、診療や症例の特性と歯科衛生士の役割、病院医療に従事する医療専門職の役割と

多職種間の協働を理解する。「地域歯科保健実習」では、地域の中で多職種連携の必要性

や歯科衛生士の役割を理解し、医療従事者としての⾃覚と基本姿勢を身につける。 
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（２）実習先の確保状況 

「基礎歯科実習」、「臨床臨地実習Ⅰ」、「臨床臨地実習Ⅱ」を行うため、歯科診療所 113

か所、歯科のある総合病院 12 か所を実習先として確保した。各施設の受け⼊れ人数は 1

か所 2 人以上であるため、学生全員の受け⼊れが可能な件数である。また、学生の実習先

の利便性を考慮し、本学の所在地である京都府を中心として、近隣の⼤阪府、滋賀県にも

実習先を確保した。実習期間には地域における歯科診療所と総合病院に実習に行くため、

地域における歯科診療所の役割、総合病院における歯科の役割が理解できる。 

実習先の選定としては、「歯科衛生士養成所指導ガイドライン」の「第八 実習施設に関

する事項」、「（1）臨床実習施設における指導教員は、歯科衛生に関し相当の経験を有す

る歯科医師又は歯科衛生士とし、そのうち少なくとも 1 人は免許を受けた後 4 年以上業

務に従事し、十分な指導能力を有するものであること。」に準じ、実習先の依頼時には担

当者が直接訪問し、実習に対する理解度や歯科医院、病院の規模、スタッフの経験年数

などを確認し、学生受け⼊れの環境もチェックし受け依頼を行った。 

「地域歯科保健実習Ⅰ」、「地域歯科保健実習Ⅱ」では、実習先として本学併設の幼稚園、

小学校、中学校、高校及び他園での実習を行う。また、高齢者・障がい者施設 11 か所、

保健所・保健センター2 か所を確保し、学生全員が実習できる。（資料 6）（資料 7）（資

料 8） 

（３）実習先との契約内容 

実習開始時には、「個人情報保護」、「医療安全」等各歯科診療所や病院の規定に従うこと

などの契約書を取り交わす。また、実習生に対しては、「個人情報保護」、「医療安全」、「災

害時の対応」などを本学の「臨床臨地実習要項」により周知させ、実習先にも十分に説明し

本学と連携を取れるよう、また安全に実習できるように配慮する。 

（４）実習水準の確保の方策 

臨床臨地実習水準を確保するための方策については、学科長を委員長とし、実習担当教員

で構成する「臨床臨地実習指導者会議」を設置し、実習状況、実習内容などを教員間で情報

を共有し、実習計画や巡回計画などの見直しを行い実習の質の確保に努める。 

各実習施設の実習指導者と本学教員とは、実習前に本学の「臨床臨地実習要項」及び各施

設の実習要項などを用いて綿密に打合せを行う。また実習期間は実習担当教員が実習施設

を巡回し、実習内容の確認や調整を行い、実習が円滑に行われるように配慮する。実習期間

終了後には意見交換及び情報共有を目的として「臨床臨地実習指導者会議」を行い、次年度

における実習内容や実習計画の見直しや調整を行い、より円滑な実習に努める。具体的方策

を示す。 

①「臨床臨地実習要項」の作成

実習要項に実習目的、実習目標、実習内容、実習の心得、個人情報の保護、医療安全、
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感染予防、災害時の対策などを具体的に明記し、学生に事前配布しオリエンテーション

時に十分に説明を行う。また、事前学習項目などを記載して学生が実習期間に知識及び

技術、接遇において実習目的が達成できるようにする。また、成績評価においても評価

方法や評価基準を事前説明し、成績評価・単位認定を行う。 

各実習施設にも「臨床臨地実習要項」を事前配布し、これらの情報を共有する。 

②「臨床臨地実習員会」の設置

学科内に「臨床臨地実習員会」を設置し、学科長を委員長、実習担当教員を委員とし、

各委員が実習に関するすべての事項を管掌し、実習が円滑かつ安全に行われるように徹

底する。 

③「臨床臨地実習指導者会議」の実施

事前には各教員が各実習施設と詳細に打合せを行い、実習期間には実習担当者が巡回

に行き実習の質を確保する。実習後には「臨床臨地実習指導者会議」を開催し、各実習

施設の実習指導者と本学の実習担当教員が出席する。会議では意見交換を行い実習状況、

実習目標の達成、成績評価にばらつきがないように調整する。 

（５）実習先との連携体制 

実習前には各実習施設と実習担当教員とが綿密に協議・打合せを行い、安全にスムーズ 

に実習ができるように連携体制をとる。 

実習期間には各実習施設に実習担当教員が赴き、実習指導者と実習内容・教育方法・評

価方法等について意見交換し次年度に向けて調整を行う。 

実習終了後には「臨床臨地実習指導者会議」を行い、当該年度の実習報告を行い、実習

成果・指導内容・指導方法など指導上の問題や課題について点検し、各実習施設間の連

携体制も整える。（資料 9）（資料 10） 

（６）実習前の準備状況 

実習前の準備として以下の項目を示す。 

①感染予防対策

ワクチン接種に関しては⼊学時に「医療関係者のためのワクチンガイドライン第 3

版」（一般社団法人 日本環境感染学会 ワクチン委員会）に基づき B 型肝炎、風疹、麻

疹、水痘、流行性耳下腺炎についての抗体値の低い学生に対してはワクチン接種を行う

ように指導する。インフルエンザワクチンについても接種するように推奨する。 

実習においての感染予防対策としては標準予防策の考え方に基づき、手指衛生の徹

底、個人防具用具（マスク、ゴーグル又はフェイスシールド、グローブ、エプロン）の

着用、環境に整備、滅菌・消毒方法について学内での授業及び演習・実習時から指導し
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徹底させる。 

②傷害保険への加⼊

学内実習及び臨床臨地実習時の不慮の事故（針刺し事故などを含む）や患者への賠

償、物品の破損などに備え保障制度のある傷害保険に加⼊させる。 

③医療事故・災害時の管理

医療事故が起こった場合には緊急時の連絡方法にて実習先と実習担当教員とが連携

を取り、マニュアルに基づき速やかに対処する。後日当該学生と実習担当教員は「事故

報告書」を作成し⼤学に報告する。 

災害時には災害状況によっては実習を中断する。避難方法等については災害時のマ

ニュアルに則して対応する。

④個人情報保護について

実習中に知り得た情報を他に漏らしてはいけない守秘義務について、また SNS の使

い方などについては授業・実習時に説明し、医療人としての行動ができるように指導す

る。 

（７）事前・事後における指導計画 

①事前指導計画

臨床臨地実習の開始される 2 年生の後期までの 1 年生の前期、後期、2 年生の前期

には、「歯科診療補助演習Ⅰ」、「歯科診療補助演習Ⅱ」、「歯科予防処置演習Ⅰ」、「歯科

予防処置演習Ⅱ」、「歯科保健指導演習Ⅰ」、「歯科保健指導演習Ⅱ」の科目等において、

基礎歯科実習室、臨床歯科実習室での実習を行い知識・技術・接遇について習得する。 

臨床臨地実習開始前には実習担当者によるオリエンテーションを行う。実習の目的、

実習内容、実習の目標、実習方法等を周知・徹底する。また同時に事前課題を伝えスム

ーズに実習できるようにする。 

②事後指導計画

実習期間中は実習内容を記載する「実習記録」を作成させ、登校日には実習担当教員に

提出させる。実習担当教員は実習内容の確認を行い、出来ていない課題等に関して指導

する。 

「臨床臨地実習Ⅰ」、「臨床臨地実習Ⅱ」、「地域歯科保健実習Ⅰ」、「地域歯科保健実習Ⅱ」

の最終日には報告会を行い、学生と実習担当教員が参加し、グループごとに実習体験を

報告し、意見交換や情報交換を行う。また学生には「実習記録」を提出させ、個別にフ

ィードバックを行い次の課題や次に向けての目標を指導する。また、各実習施設の実習

指導者にも連絡し情報を共有する。 
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（８）教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 

「基礎歯科実習」、「臨床臨地実習Ⅰ」、「臨床臨地実習Ⅱ」、「地域歯科保健実習Ⅰ」、「地

域歯科保健実習Ⅱ」の実習には本学専任教員全員が担当し、各実習先に分担配置する。各

担当者は実習先の実習担当者に「実習要項」を配布し、実習目的などを共有し、担当教員

と実習先の実習担当者が連携できるように協力を依頼する。実習巡回は、分担した実習先

に担当教員もしくは非常勤の歯科衛生士が巡回を行う。巡回時には学生の実習状況を把

握し、実習先の指導者と連携して学生の指導を行う。また課題の実施状況についても確認

し、学生と実習先の担当者と意見を調整し学生の指導を行う。（資料 11） 

（９）実習施設における指導者の配置計画 

各臨床臨地実習先には、実習を指導する能力があると認められた実習指導者の配置を

依頼し、学生の臨地における実習の充実を図る。各担当の専任教員は実習目的に応じた実

習内容の調整、学生が担当する対象者の選定、実習における助言や評価などを実習指導者

に依頼する。実習期間中に実習先から依頼があった場合には、専任教員もしくは非常勤の

歯科衛生士が実習先に行き、実習状況を把握し、学生への助言や指導を行う。 

（１０）成績評価体制及び単位認定方法

①成績評価体制

「基礎歯科実習」、「臨床臨地実習Ⅰ」、「臨床臨地実習Ⅱ」は各実習先の実習指導者に

評価とフィードバックを依頼する。評価の内容は知識、技能、態度に分けて専任教員が

ルーブリック表を作成し、実習指導者に事前に説明しておく。実習指導者はルーブリッ

ク表に基づいて評価を行い、学生にフィードバックを実習期間中に行う。ルーブリック

表は実習指導者及び実習にもオリエンテーション時に専任教員から学生に伝える。そ

のことで学生は評価される内容がわかり、⾃⼰評価及び達成度を確認できる。また実習

担当者からのフィードバックにより、⾃分を理解し、成長することができ、次の実習で

の目標が設定できると考える。「地域歯科保健実習Ⅰ」、「地域歯科保健実習Ⅱ」の評価

は実習先の実習指導者と担当教員とで評価を行う。ここでもルーブリック表を作成し、

学生の実習目標を具体化できるようにする。（資料 12） 

②単位認定方法

単位認定においては、ルーブリック評価において評価を数値化し、「臨床臨地実習成

績評価会議」に諮り単位認定を決定する。「臨床臨地実習成績評価会議」では専任教員

が委員となる。また必要に応じて非常勤の歯科衛生士に出席を依頼し意見を求めるこ

ともある。 

（１１）その他特記事項

「臨床臨地実習Ⅰ」、「臨床臨地実習Ⅱ」は 2 年次前期までの履修状況により実習参加
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の可否を判断する。実習参加基準・要件は原則として、「基礎分野」、「専門基礎分野」、

「専門分野」の内、終講となった必修科目を全て履修済みであることを要件とする。こ

の臨床臨地実習参加基準・要件については、⼊学時に学生に周知徹底を図る。 

７. 取得可能な資格

卒業要件の単位を修得すると、卒業時に「短期⼤学士（歯科衛生学）」の学位が授与さ

れる。また、卒業と同時に歯科衛生士国家試験の受験資格を得ることができる。 

８. ⼊学者選抜の概要

（１）⼊学者受⼊れの基本方針（アドミッションポリシー） 

本学科では、建学の精神「仏教精神に基づく女子教育」のもと、他者を配慮し思いやる

心を持ち、幅広い年代の人々の歯と口の健康と向き合い、医療・保健・福祉等の多職種と

連携・協働して地域住民の健康の維持・増進を支援できる歯科衛生士を育成します。 

そのため、ディプロマポリシー及びカリキュラムポリシーに定める教育を受けるため

に必要な、次に掲げる基礎的な知識・技能及び関心・意欲を備えた女性を求めています。

このような⼊学者を適正に選抜するために、教科（国語、英語）の試験、作文、面接など

多様な選抜方法を実施します。（資料 13） 

［知識・技能］ 

①高等学校までの学習を通じて、歯科衛生士を志す基盤として必要なコミュニケーシ

ョン能力と姿勢を備えている。

［思考力・判断力・表現力］ 

①建学の精神である「思いやりの心」を持ち、一人ひとりの口腔の健康に寄り添うこと

ができる。

②歯科衛生士として必要な知識・技術の習得に、熱心に根気よく取り組み、多様な歯科・

口腔保健のニーズや課題について関心がある。

［主体性・多様性・協働性］ 

①歯科衛生士としての能力を修得し、口腔衛生の観点から課題解決に向けて取り組み

たいとの意欲がある。

②医療・保健・福祉等の多職種と連携・協働するチーム医療や保健福祉活動に関心があ

る。
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（２）⼊学者選抜の実施計画と選抜方法 

①一般選抜

⼊学者選抜の種別、募集人員及び選抜方法は、次の表に示すとおりである。

種 別 募集人員 選抜方法 

一般選抜 前期 A 日程 

6 

学力検査（1 教科 1 科目） 

作文 

一般選抜 前期 B 日程 学力検査（1 教科 1 科目） 

作文 

一般選抜 前期 C 日程 学力検査（1 教科 1 科目） 

作文 

一般選抜 前期 C 日程共通テストプラス 

学力検査（1 教科 1 科目） 

共通テスト（1 教科 1 科目） 

作文 

一般選抜 後期日程 学力検査（1 教科 1 科目） 

作文 

一般選抜として、前期 A・B・C 日程及び後期日程の計 4 回を実施する。 

選考方法は、「国語」、「英語」から 1 科目選択に加え「作文」を課し選考する。出題範

囲は「国語」は国語総合〔古文及び漢文を除く〕、「英語」はコミュニケーション英語 
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、英語表現Ⅰ・Ⅱである。 

一般選抜 前期 C 日程では⼤学⼊学共通テストの高得点 1 科目（200 点換算）を加

えて判定を行う共通テストプラス試験を実施。共通テストは全科目を対象とする。 

②⼤学⼊学共通テスト利用選抜

⼊学者選抜の種別、募集人員及び選抜方法は、次の表に示すとおりである。

種 別 募集人員 選抜方法 

⼤学⼊学共通テスト利用選抜Ⅰ期 

4 

共通テスト（2 教科 2 科目） 

作文 

⼤学⼊学共通テスト利用選抜Ⅱ期 共通テスト（2 教科 2 科目） 

作文 

⼤学⼊学共通テスト利用選抜Ⅲ期 共通テスト（2 教科 2 科目） 

作文 

⼤学⼊学共通テスト利用選抜として、Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期の日程で計 3 回を実施する。 

選考方法は、国語または外国語（英語）〔リスニングは除く〕のいずれか高得点 1 科
目、及びその他の高得点 1 科目の 2 科目に加え「作文」を課し選考する。但し、国語ま

たは外国語（英語）〔リスニングは除く〕の 2 科目が高得点の場合は、その 2 科目を採

用する。 
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③学校推薦型選抜

⼊学者選抜の種別、募集人員及び選抜方法は、次の表に示すとおりである。

種 別 募集人員 選抜方法 

公募制推薦選抜 前期日程 

5 

学力検査（1 教科 1 科目） 

面接 

学習成績の状況加点 

公募制推薦選抜 後期日程 

学力検査（1 科目 1 科目） 

面接 

学習成績の状況加点 

指定・協定校制推薦選抜 

16 

書類審査（調査書・志望理由書・

課題）、面接 

真宗⼤谷派系高等学校推薦選抜 
書類審査（調査書・志望理由書・

課題）、面接 

内部推薦選抜（併設高校対象） 
書類審査（調査書・志望理由書・

課題）、面接 

スポーツ推薦（陸上競技）選抜
書類審査（調査書・競技成績一

覧・課題レポート）、面接 

公募制推薦選抜として、前期・後期の日程で計 2 回実施する。選考方法は、「国語」、

「英語」から 1 科目選択及び面接に加え、学習成績の状況を加点（学習成績の状況を

10 倍し点数化）し選考する。 

出題範囲は「国語」は国語総合〔古文及び漢文を除く〕、「英語」はコミュニケーショ

ン英語Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、英語表現Ⅰ・Ⅱである。

指定・協定校制推薦選抜は、本学が指定・協定した学校に学習成績の状況等一定の条

件を示し、学校長の推薦を依頼し、書類審査と面接で選考する。 

真宗⼤谷派系高等学校推薦選抜は、真宗⼤谷派宗門関係校の学校に学習成績の状況

等一定の条件を示し、学校長の推薦を依頼し、書類審査と面接で選考する。 

内部推薦選抜は、併設校である京都光華高等学校の生徒を対象とした選抜制度であ

り、学習成績の状況等一定の条件を示し、学校長の推薦を依頼し、書類審査と面接で選

考する。 

スポーツ推薦（陸上競技）選抜は、本学の強化指定クラブである陸上競技部への⼊部

を前提として、学習成績の状況等一定の条件を示し、監督者、学校長の推薦を依頼し、

書類審査と面接で選考する。 

④総合型選抜

総合型選抜は、本学の教育理念、教育内容を理解し、本学で学びたいという強い意志

を持った者を対象として多面的・総合的な選抜を行う。⼊学者選抜の種別、募集人員及

び選抜方法は、次の表に示すとおりである。 
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種 別 募集人員 選抜方法 

面接方式 30 
面接、書類審査（調査書・志望

理由書） 

⾃⼰推薦選抜 基礎学力チャレンジ 6 

学力検査（1 教科 1 科目） 

小論文 

学習成績の状況加点 

面接方式においては、面接と書類審査により選考する。⾃⼰推薦選抜基礎学力チャレ

ンジにおいては、国語（国語総合〔古文及び漢文を除く〕）、英語（コミュニケーション

英語Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ、英語表現Ⅰ・Ⅱ）から 1 科目選択の学力試験及び小論文に加え、学

習成績の状況を点数化（学習成績の状況の 10 倍）し加点し選考する。 

⑤光華ファミリー選抜

本学園の同窓生（在学生を含む）の 4 親等以内の親族を対象とした光華ファミリー選

抜として A・B・C 日程の３日程実施する。学習成績の状況等一定の条件を示し、書類

審査と面接で選考する。募集人員は各若干名とする。 

⑥社会人⼊学試験

社会人⼊学試験は、23 歳以上の高等学校または中等教育学校を卒業した者を対象と

して、面接により選考する。募集人員は若干名とする。 

なお、学生が本学に⼊学する以前に短期⼤学または⼤学において修得した単位を、46

単位を超えない範囲で、本学⼊学後に修得した単位とみなすことができる。 

（３）⼊学者選抜実施体制 

⼊学者選抜は、⼊学・広報センターを主管部署とし「京都光華女子⼤学短期⼤学部⼊学

者選考規程」に則して⼤学運営会議が決定した⼊試要項に基づき、公平かつ厳正に実施す

る。合格者の決定は⼊試委員会の原案に基づき、短期⼤学部教授会の審議を経て、透明性、

公正性を確保したうえで決定する。⼊試問題については、学長から依頼を受けた⼊試問題

作成委員が各選抜の問題を作成する。 

⼊学者選抜の評価方法と学力の 3 要素及びアドミッションポリシーとの関係について 

は（資料 14）に示すとおりである。 

９. 教員組織の編制の考え方及び特色

（１）教員組織の編成方針 

教員組織の編成については、⼊学定員 70 名に対し、開設年度の令和 6 年度は専任教

員として 11 人の就任を予定しており、さらに完成年度の令和 8 年度に教授 1 名が就任

し、計 12 人（教授 5 人、准教授 1 人、講師 3 人、助教 3 人）の体制となる。教授のう
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ち 3 人は歯科医師の資格を有する者であり、それぞれ口腔生理学、口腔外科学、小児歯

科学を専門領域とし、専門領域のバランスを考慮しており、3 人とも専門領域の研究で

博士号を有している。 

また、教授 1 人、准教授 1 人、講師 3 人及び助教 3 人は歯科衛生士（計 8 人）の資

格を有する専任教員で編成し、博士 4 人、修士 4 人の学位を有する者を選考し採用し

ている。これは、歯科衛生学科の教育・研究が円滑に実施できるよう、短期⼤学設置基

準で定められた基準数の 8 人（「保健衛生学関係（看護学関係を除く。）」における⼊学

定員 70 人・修業年限 3 年の場合）を満たし、また、歯科衛生士学校養成所指定規則に

おける指定基準 7 人（2 学級の場合）を充足するよう配置する。 

専任教員の多くが⼤学・短⼤等において歯科衛生学領域の教員として長年にわたり

学生教育・研究活動に従事してきた経験を有している。助教の 1 人は障害者歯科セン

ターの口腔保健業務に携わってきた豊富な実務経験を有している。また、ICT の活用

やプレゼンテーションなど情報教育を専門とする教授 1 名を配置している。この専任

教員は既設のライフデザイン学科に在籍している教員であり、新設学科である本学科

において、本学での基本的な学び、他学科との連携、学科運営等を円滑に進めるうえで

重要な役割を期待している。その他学内実習や臨地実習等の補助要員として実習助手 2

名を配置する。これらの専任教員の編成により、研究活動・教育運営の実践のみならず、

医療人養成に必要な学生への指導を実施する。 

（２）教員の配置 職位と人数の変更 

歯科衛生学教育課程の中核となる臨床歯科医学分野の科目への教員配置については、

口腔生理学、口腔外科、小児歯科学の専門家であり研究実績のある歯科医師専任教員が

中心となり担当する。 

歯科予防処置分野、歯科保健指導分野、歯科診療補助分野は、歯科衛生士専任教員が

中心となり担当する。 

臨床・臨地実習は歯科医師専任教員 3 人及び歯科衛生士専任教員 8 人の計 11 人が担

当する。多くの実習施設は本学の近隣に所在しており、計画的に巡回指導を行う。 

基礎分野では、情報学を担当する 1 人の専任教員を配置する。 

また、基礎分野における「仏教の人間観」、「京都光華の学び」、専門基礎分野におけ

る「栄養学」、選択必修科目における「包括的ヘルスケア論」、「摂食嚥下障害学演習」、

「生涯スポーツ⼊門」等は、併設⼤学の健康科学部、キャリア形成学部、こども教育学

部の専任教員がそれぞれの専門分野の観点から講義を行う。 

（３）専任教員の職位及び年齢 

歯科衛生学科の完成年度における専任教員 12 名の職位及び年齢構成は下表のとおり

であり、平均年齢は 56.6 歳である。 
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年齢構成表 [単位：名] 

年齢 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 計 

教授 1 4 5 

准教授 1 1 

講師 1 1 1 3 

助教 1 2 3 

専任教員は歯科医師と歯科衛生士を中心とし、相応の研究業績、教育経験、実務経験

を有する者を教授、准教授、講師、助教として適切に配置している。また、年齢構成は

学校法人光華女子学園教職員定年規程（教授、准教授及び講師は満 65 歳、助教は満 60

歳）及び特別任用教授規程（満 70 歳を限度に雇用することができる）のもと、学科新設

による開設時の混乱や将来本学科を担う若手教員の育成の観点から、豊富なキャリアを

有する層にやや厚みを持たせた構成としている。（資料 15） 

（４）教員組織計画 

教員の職位については、新設学科であることを考慮し、豊富な教育経験、業績を有す

る教授陣を中心に、若手の講師・助教を多く配置し、講師・助教が学年進行に合わせて

切磋琢磨し、教授陣の指導のもと、教育経験、業績を積み、上位職位へ昇格できるよう

配慮している。 

学年進行中に 65 歳の定年規程を超える教員が 4 名いるが、本学園の教職員定年規程

第4 条および有期雇用契約教職員就業規則第 7 条に基づき、適切な運用をはかる。 

現職の専任教員が定年退職する際は、年齢構成を勘案し、本学科の教育水準の維持・

向上及び教育研究の活性化に支障が出ないよう、採用計画を策定する。具体的には、定

年退職等の当該年度もしくは前年度に兼任教員として後任を雇い、十分な引継ぎ期間を

設けた上で専任教員として採用する。採用する教員については、同分野の教育研究業績

のある20 代～40 代の若手教員、40 代～50 代の中堅または経験豊富な教員をバランス

よく配置し、継続性を担保する。 

１０. 研究の実施についての考え方、体制、取組

本学園では、中・長期計画において、経営戦略の 1 つとして「教育研究体制・質の向上」 

を掲げており、年度計画「⼤学院･⼤学･短期⼤学部運営方針」においても、教育・研究の質・

体制の充実について重点項目として掲げている。本学の研究に対する考え方や方針につい

ては、学長より全専任教員を対象とする全学教授会において説明を行っている。本学では専

任教員に対して、個人研究費を支給し、学術研究活動を支援している(助教 20 万円／年、講

師以上 35 万円／年)。 
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その他の研究支援制度として、専任教員を対象に学内公募型の特別研究費、学長が定めた 

重点テーマについて研究支援を行う基幹研究支援制度、学会発表補助費制度、学術刊行物出

版助成制度を設けている。  

また、本学では、競争的資金を獲得・活用し、研究活動をさらに活性化すべく、科研費を 

申請した専任教員には次年度の個人研究費を 2 万円増額する科研費申請・獲得奨励費制度

を設けている。 

これらの研究助成に関する制度については、マニュアル「専任教員の教育・研究支援制度 

種類と取り扱いについて」を制作し、毎年内容を更新している。制度の種類や申請手続き、

様式の記⼊例や FAQ などをまとめ、年度末に全教員に配信するとともに、新任教員につい

ては研修会や個別説明を行い、制度に関する理解と活用の促進を図っている。  

研究環境については、講師以上の専任教員に対してそれぞれ個人研究室を貸与し、パソコ 

ンとプリンターを設置し、環境の整備を行っている。研究時間の確保、研究専念期間の保証

については、基準持ちコマ数を定め、かつ役職者については校務による負担軽減のため持ち

コマ数を削減することで研究時間の確保を行っている。

研究活動をサポートする技術職員や URA については未配置であるが、2020 年度より教

員のスキルアップ支援として、京都⼤学にて理事・副学長・研究企画支援室長を歴任し、研

究企画戦略・研究支援・競争的研究資金戦略に関する見識を持つ研究支援アドバイザーを雇

用し、科研費など外部資金獲得のための申請書類作成についてカウンセリングやアドバイ

スを行い、科研費の採択率向上のための体制づくりを行っている。

１１. 施設、設備等の整備計画

（１）校地、運動場の整備計画 

本学は京都市の西の玄関口に位置し、近くには西京極運動公園や桂川がある。駅に近

く、京都市内の他の⼤学、短期⼤学、文化施設へのアクセスも⼤変便利であり、教育的

な環境としては申し分ない⽴地条件にあるといえる。 

主たる校地は、五条通（国道 9 号線）を隔て、北校地と南校地に分かれている。本

学はこの北校地にあり、⼤原野校地、花の寺校地、他と併せて 50,880.11 ㎡の校地を擁

しており、併設⼤学、⼤学院と共用で使用している。 

校地内は、教室や研究室用の建物、学生のための福祉厚生施設を有する建物、図書館、

体育館などが整然と建てられ、それらの建物は耐震補強やバリアフリー化も進んでい

る。 

今後の計画としては、2024 年度に教室や実験・実習施設、研究室、フィットネス、

憩いの広場（テラス）などが⼊居する複合施設を建設し、更なる施設設備の充実を図っ

ていく。 

校地内の憩いの場等については、全体的に植栽も多く緑豊かである。正門からのメイ
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ンストリート並木をはじめ、たくさんの鯉が優雅に泳ぐ池を有する和風庭園「築山」や、

実習も可能で 100 種類以上の草花を植栽する⾃然風景式庭園「HIKARU-COURT（屋

上庭園）」などの学生憩いの広場があり、学生が授業以外の時間に休息やその他の活動

に利用できる空間が整備されている。また、校地内は全面禁煙を実施し、行き届いた清

掃によりキャンパス内はとても清潔であり、落ち着いた雰囲気が醸成されているので、

学生は豊かな心でキャンパスでの時間を過ごすことが可能となっている。 

本学は市街地にキャンパスを構えているため、運動場については、比較的に広⼤な敷

地を確保することが出来る郊外でグラウンドを 2 か所（⼤原野グラウンド：14,159.73

㎡、花の寺グラウンド：14,308.00 ㎡）有している。主たる校地内にはテニスコートを

2 面、また隣接する南校地（併設学校用地）には 3 面の計 5 面有しており、併設校の教

育には支障のないことを前提に活用している。主たる校地にあるテニスコート（2 面）

は、テニスコートとしての用途のほか、各種イベントを開催するなど、多目的にも使用

できる施設としている。 

上記のように、本学では、今回の学科の新設にあたり十分に対応可能な校地と運動場

が既に整備されている。 

（２）校舎等施設の整備計画 

今回の学科（既設学部に新学科を新設）の前提条件として、既存施設（校舎等）の改

修等を行い運用するとともに、不足する施設等については 2024 年 1 月に完成する新棟

や既存の施設設備を共用して運用していく方針である。 

短期⼤学部歯科衛生学科のメイン校舎は 5 号館（2,087.00 ㎡）、新棟（3,574.70 ㎡）

を含め、15 棟を活用する計画であり、総面積は 38,182.56 ㎡（⼤学、⼤学院との共用

を含む）である。この 15 棟以外にも、体育館、⼤原野校地のグラウンド校舎等を保有

する。その他南校地に、併設する幼稚園、小学校、中学校、高等学校、⼤学、⼤学院と

共用する約 1,000 人収容可能な講堂や学生寮を保有している。 

教育研究に供する建物には、一般教室として使用する教室として、50 人以下の小規

模教室を 18 室（うち、新棟 1 室）、50 人～100 人程度の中規模教室を 23 室（うち、

新棟 3 室）、150 人以上の⼤規模教室を 7 室、計 48 室を確保する予定である。一般教

室の 2022 年度稼働率は、曜日・時限により多少の変動はあるものの、全体平均で前期

48.8%、後期 49.4%であり、歯科衛生学科の時間割編成に柔軟に対応可能である。  

また、設置予定の短期⼤学部歯科衛生学科専用施設としては、5 号館内に基礎歯科実

習室（マネキン実習机等を設置）、臨床歯科実習室（AV 機器を備えた歯科診療台等を

設置）、実験室、その他学科コモンズ、多目的室、更衣室、機械室等も整備予定であり、

特に実習室は、1 クラス（35 名）が問題無く使用できる面積を確保した。これらの実習

室には各種実習用機器備品や AV 機器を整備し、学生が先端の歯科衛生学を効果的に

学習できるよう努めている。 
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さらに、高度な ICT 教育を実践するための情報処理実習室が全 5 教室あり、アクテ

ィブラーニングに対応している実習室もある。Microsoft Office など基本的なソフトウ

ェアのほか、統計解析ソフト（SPSS）やデザイン・映像編集ソフト（AdobeCC）など

も全学生が利用できる環境を提供している。その他、学内ほぼ全域に Wi-Fi 環境を整

備しており、BYOD により持ち込まれた個人端末で、学内ネットワークに接続が可能

であり、また、在学期間中は Microsoft 社の Office を無償提供している。情報処理実習

室の 2022 年度稼働率は、曜日・時限により多少の変動はあるものの、全体平均で前期

46.0%、後期 42.0%であり、歯科衛生学科の時間割編成に柔軟に対応可能である。 

体育施設としては、体育館があり、2024 年 1 月に竣工する新棟にスタジオ設備とト

レーニング設備の機能を持つフィットネス施設も確保する計画である。

専任教員の個人研究室については 6 号館に、講師以上の専任教員 9 人分の個人研究

室を確保している。 

この他、小講堂、学生⾃習室、学生控室、更には、課外活動施設、学生福利厚生施設

等（食堂等）もあり、今回の学科新設に際し、既に十分な施設・設備が整備されている。 

新学科開設以降も教育施設の充実、老朽化の進む施設の改修（内外装改修等）や既存

一般教室の視聴覚設備の整備・更新、空調設備の更新、学生の憩いの場となる休息地の

拡⼤等を順次進めていく計画である。 

上記のように教室等の施設面は質・量ともに十分整っており、これらの既存施設を活

用するとともに今後の施設改修等により、さらなる充実が図れる。以上のことから今回

の学科設置による新学科と既存の併設校ともに十分な教育水準を確保しつつ、充実し

た教育を展開することが可能である。 

（３）図書等の資料及び図書館の整備計画 

①図書の整備状況と整備計画の適切性について

図書館は地上 1 階から 3 階の閲覧室と地下 1 階、2 階の書庫で構成、面積は 3078 ㎡

である。開館時間はコロナ後より平日は 9:00～19:00、土曜日は 9:00～14:00 である。

閲覧席 312 席で余裕をもって学習できる。グループ学習にはアクティブラーニングス

ペース、グループ閲覧室を利用することもできる。パソコン 26 台、コピー機、プリン

ターが設置している。利用者教育については 1 年生には図書館ツアーを実施して、図

書の検索方法、データベースの利用の指導している。レファレンスサービスはカウンタ

ーや web で学生の質問に対応している。蔵書数は令和４年 3 月末で 241,824 冊(うち洋

書 32,409 冊)の図書を所蔵している。学術雑誌については和雑誌 4,408 種、洋雑誌 414

種を所蔵している。令和 3 年度の受⼊タイトル数は購⼊・寄贈・交換を合わせて和雑誌

718 種、洋雑誌 11 種である。また、看護学科、医療福祉学科の分野の図書・雑誌を所

蔵しており、歯科衛生学科にも汎用できる資料が多い。歯科衛生学科開設に伴い学術雑

誌約 10 冊、専門書約 900 冊（冊子体）を購⼊予定である。 
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②デジタルデータベース・電子ジャーナルについて

契約している電子ジャーナルは提供元和雑誌 3 社、外国雑誌 2 社である。そのうち 3

社は看護学分野である。データベース契約は 5 社である。2 社が看護学分野、2 社が新

聞である。 

電子書籍 Maruzen e-book library を現在 377 冊所蔵している。歯科衛生学科に関連す

る分野の電子書籍を約 100 冊購⼊予定である。令和 3 年 7 月より、電子書籍では LibrariE

も導⼊した。すべてのデータベース・電子ジャーナルを学外からも利用できる VPN 接続

の環境を整えている。機関リポジトリは平成 25 年から運用を開始し、教員の研究成果を

発信している。 

JPCORE（オープンアクセスリポジトリ推進協会）、JUSTICE（⼤学図書館コンソー

シアム連合）に加⼊し、データベース購⼊、運用についての情報収集やセミナーに参加し

ている。 

③他の⼤学図書館との協力について

他⼤学との協力状況については、国⽴情報学研究所の NACSIS-ILL で相互貸借サービ

スを行っており、文献複写等相殺サービスにも参加している。

本館は私⽴⼤学図書館協会の下部組織である京都地区協議会相互協力連絡会に加盟し

ている。また、⼤学コンソーシアム京都の図書館共同事業の共通閲覧システムにも参加し、

他⼤学と親密な相互協力を行っている。その他に佛教図書館協会、日本図書館協会にも加

盟して情報交換を行っている。平成 23 年に日本看護図書館協会に⼊会、研修他、重複雑

誌交換の事業に参加している。現在、日本看護図書館協会事業局理事である。 

令和 3 年度の相互協力の状況は以下の通りである。 

・文献複写複写依頼件数 223 件複写受付件数 606 件

・図書貸借依頼件数 15 件貸借受付件数 20 件

（資料 16） 

１２. 管理運営及び事務組織

（１）管理運営 

本学では、⼤学及び短⼤運営の重要事項については、学長が召集し議長となる⼤学運

営会議で審議する。⼤学運営会議は、学長、副学長、学部長、事務局長、各部館センタ

ー長が出席し、原則週 1 回開催し、⼤学運営に関する意思決定を行っている。主たる審

議事項は下記のとおりである。 

①学則・規程及び全学的な運営方針に関する事項

②教育及び研究に関する事項

③教員の人事に関する事項
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④教育課程及び授業・試験、FD 活動、図書館に関する事項

⑤建学の精神・宗教教育及び人権、情報管理に関する事項

⑥学生の⼊学・編⼊学・退学・休学・復学・除籍・再⼊学・復籍・卒業・学位授与等

に関する事項 

⑦学生の生活・補導及び賞罰に関する事項である。

⑧学生の募集・広報・高⼤接続及び⼊学試験制度・⼊学試験の判定に関する事項

⑨学生の就職に関する事項

⑩地域連携に関する事項

教員人事、⼤学及び短⼤の将来構想、学則をはじめとした各種規程改定等の重要事項に

ついては理事会へ上申され、最終決定がなされている。 

なお、上記の審議事項について、⼤学運営会議は専門委員会（教務委員会、学生生活委

員会等）に審議を委任することができ、その場合は委任した事項について、専門委員会か

ら報告を受けることとしている。 

また、本学では学長及び教授により構成される短期⼤学部教授会を設置している。短期

⼤学部教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるもの

とする。 

①学生の⼊学、卒業及び課程の修了

②学位の授与

③前項各号に掲げるもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する事項について審

議し、及び学長の求めに応じ、意見を述べることができる。

学長は各種会議の運営並びに日常の⼤学運営に関して、⼤学執行部（副学長、学部長）

及び事務局と緊密にコミュニケーションを取りマネジメントを行うとともに、校園長会、

理事長、理事会へも適宜、⼤学の現状と課題等について報告し、意見や指示を受け、それ

らを⼤学運営に反映しており、法人、⼤学教学組織、事務局が一体となった⼤学運営がな

されている。 

（２）事務組織体制等 

本学では⼤学運営に必要な事務組織に関する規程「学校法人光華女子学園事務組織規

程」において、組織と職制及び事務分掌を定めており、これに基づいた人員配置を行って

いる。（資料 17） 

⼤学運営に関わる主要な会議（⼤学運営会議、全学教授会、校園長会）や教学・学生生

活の運営に係る主要な会議（教務委員会、学生生活委員会）は、教員と事務職員で構成し

ており、教職協働による運営体制を構築している。 

また、業務内容の多様化、専門化に対応するべく、適宜、複数部署員で構成されるワー

キンググループやプロジェクトチームを⽴ち上げ、横断的かつ柔軟な組織体制を整備し

ている。 
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１３. ⾃⼰点検・評価

（１）目的 

本学では内部質保証の基本方針を、京都光華女子⼤学短期⼤学部学則第 1 章第 2 条

および京都光華女子⼤学⼤学院学則の第 1 章第 1 条 2 に「教育研究活動などの状況に

ついて⾃⼰点検・評価を実施し、教育研究水準の向上を図るものとする」と規定して

いる。 

また、本学では、内部質保証に関わる取り組みを円滑に行い、教育、研究、社会貢

献活動の継続的な改善と質のさらなる向上、及び社会的な説明責任を果たすことを目

的として、内部質保証に関する全学的な方針「京都光華女子⼤学及び⼤学院・短期⼤

学部における内部質保証に関する方針」を策定している。方針の概要は以下のとおり

である。 

①教育研究の質の向上を図るため、⾃⼰点検・評価を行い、恒常的な改善・改革を

推進する。

②中・長期計画及び 3 つの方針（卒業認定・学位授与方針、教育課程の編成・実施

方針、⼊学者の受け⼊れ方針）に基づき教育研究活動を展開し、それらとの整合

性を踏まえ、⾃⼰点検・評価結果の検証及び内容の改善と向上に努める。

③全学の内部質保証システムの推進に責任を負う組織を、⾃⼰点検評価委員会とす

る。

④⾃⼰点検評価委員会の責任のもと、各学部学科、専攻科、各研究科、各専門委員

会、事務局各部・図書館・各センター・研究所は、各部署の質保証システムを実

行する。

⑤学生を対象とするアンケート調査などにより、本学の教育研究活動、教育環境な

どに関する情報の収集と分析を行い、⼤学基礎データを始め、教育研究の実態や

成果に関する客観的なエビデンスに基づき、⾃⼰点検・評価及び内部質保証に関

する信頼性の高い活動を行う。

⑥⾃⼰点検・評価の客観性を高めるために、第三者による外部検証を実施する。

⑦⾃⼰点検・評価結果及び評価機関による評価結果を⼤学ホームページにおいて、

学内外に公表する。

⑧学長は、内部質保証の最終的な責任を負う。⼤学運営会議は、内部質保証システ

ムが適切に機能しているか評価を行う。

（２）実施体制・方法・結果の活用等 

本学の⾃⼰点検・評価の体制としては、学長が議長となる⼤学運営会議の指示に基づ

き、⼤学及び短期⼤学部の各学部長、専攻科長、研究科長、学園事務局長、EM・IR 部

長、学長戦略推進部長、学生サポートセンター長から構成される全学的な⾃⼰点検評価
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委員会（教職協働組織）が主体となっている。本委員会では⾃⼰点検評価委員会規程に

より、⾃⼰点検評価に関わる下記の項目について、学長直轄の EM・IR 部の支援のも

と審議することが定められている。 

①学長から指示の事項

②⾃⼰点検評価（授業アンケート、教員評価等）の項目の設定に関する事項

③⾃⼰点検評価の方式に関する事項

④⾃⼰点検評価の報告書の作成に関する事項

⑤⾃⼰点検評価結果の活用方法に関する事項

⑥外部評価（第三者評価等）に関する具体的事項

⑦その他委員会が必要と認めた事項

上記審議事項の結果に基づき、本委員会は各担当部署への全学的な実行指示を行う。

各担当部署は⾃⼰点検・評価を行い、委員会へ報告する。委員会は、⾃⼰点検・評価報

告について全学的見地から検証し、評価結果を各担当部署へフィードバックし、質の向

上に向けた学内の活動を促進している。また、⼤学運営会議は、内部質保証システムの

適切性を評価している。 

（３）認証評価及び公表 

本学は 2003 年度に財団法人短期⼤学基準協会（現：一般財団法人 ⼤学・短期⼤学基 

準協会）へ加盟し、2008 年度、2015 年度に認証評価を受審し、同協会が定める基準に適

合しているとの評価結果を受けた。 

最新の評価については、2022 年度に第 3 回目の認証評価を受審し、同協会の基準に適

合しているとの評価結果を得た（予定）。第 3 回目においては、シラバスにおける改善事

項及び教授会の運営について意見が付されたが、速やかに⾃⼰点検・評価を実施し、現状

把握と課題分析に基づく改善（シラバス記述事項の周知徹底、運営に関する規程の改正）

を行い、協会に改善報告書を提出した。今後も受審サイクルにより認証評価を受審する予

定である。 

認証評価結果については、⼤学のホームページにおいて評価結果及び⾃⼰点検評価報

告書を公表している。 

１４. 情報の公表

本学の教育研究活動等の状況に関する情報は以下の方法で提供を行っている。 

（１）Web による提供（URL：https://www.koka.ac.jp/） 

【公表している内容】 

建学の精神、教育方針、学則、認証評価、各学科の教育目標とカリキュラムの特色、3

つのポリシー、⼤学案内（学部・学科の紹介、カリキュラム、資格取得等）、⼊試情報、
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就職支援、就学支援、教員研究活動、年間行事予定、IR に関する情報、認証評価（評価

結果、⾃⼰点検報告書）、留学制度、科目等履修制度、教育情報（在籍者数・⼊学者数・

卒業者数・就職状況・教員業績等）、事業計画、事業報告、決算書類、財務の概要、社会

貢献・高⼤接続、公開講座、附属研究所等の活動） 

①⼤学の教育研究上の目的に関すること

https://www.koka.ac.jp/introduction/regulations.html

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞教育研究上の目的）

② 教育研究上の基本組織に関すること

https://www.koka.ac.jp/faculty/

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞教育研究上の基礎組織）

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること

https://www.koka.ac.jp/introduction/publish.html

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞教員組織等）

④⼊学者に関する受⼊れ方針及び⼊学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又

は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関する

こと 

https://www.koka.ac.jp/admission/exam/policy.html 

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞3 つのポリシー＞アドミッションポリシー）

https://www.koka.ac.jp/wp-

content/themes/www/assets/file/introduction/publish/nyugakusya2022-2.pdf 

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞⼊学者等）

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること

https://www.koka.ac.jp/introduction/publish.html

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞授業）

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること

https://www.koka.ac.jp/wp-

content/themes/www/assets/file/introduction/publish/gakui2022.pdf

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞学習成果、卒業認定）

⑦校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること

https://www.koka.ac.jp/introduction/publish.html

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞校舎・施設等）

⑧授業料、⼊学料その他の⼤学が徴収する費用に関すること

https://www.koka.ac.jp/admission/exam/expenses/expenses.html

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞徴収費用）

⑨⼤学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること

https://www.koka.ac.jp/introduction/publish.html
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（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開＞学生支援）

⑩その他（学則、教育課程を通じて修得できる知識・能力の体系、IR に係る情報、教

職課程に関する情報公開、設置計画履行状況等報告書、⾃⼰点検・評価報告書、認証

評価の結果、ガバナンスコード）

https://www.koka.ac.jp/introduction/publish.html 

（トップ＞⼤学案内＞教育情報の公開）

（２）紙媒体による提供 

①学園報（年 1 回発行）、｢慈｣（年 2 回発行）－保護者、卒業生等に送付

②｢研究紀要｣（年 1 回刊行）－ 各研究機関等送付

③⼤学案内、リーフレット 等作成

１５. 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等

本学では、教育内容の質を維持向上させるために、教育研究等の改善を図るため組織的

に、FD 活動、学生による授業アンケート、教員評価制度、SD 研修等の取り組みを行な

っている。 

（１）教育研究の環境面 

教育・研究の向上を目指すための研究資金（学内共同研究費）として、教員を対象と

した個人研究費、学内で研究を実施する｢特別研究｣、「基幹研究」、国内の⼤学・研究機

関等で実施する｢国内研究｣、海外の⼤学・研究機関等で実施する｢在外研究｣、その他の

制度として｢学術出版助成｣、｢学会発表補助｣を整備している。また、研究支援アドバイ

ザーを雇用し、学外競争的資金獲得を支援している。 

（２）FD 活動

本学は FD 活動を重要施策と位置付け、FD 委員会（月 1 回開催） を中心に全学的、

組織的に取り組んでおり、具体的には FD 研修会等以下のような活動を行なっている。

なお、助教に関しては、「京都光華女子⼤学・京都光華女子⼤学短期⼤学部助教規程」

により、助教の任期は 5 年を上限としており（学部・学科等の新設に係る採用の場合は

7 年を上限）、この間、以下の FD 活動、及び担当の教授等の指導のもと、教育・研究

における業績を積むことを必要としている。そして、講師への道が開かれるよう、年 1

回以上、学科長、学部長を経て教育研究報告書（業績報告書）を学長に提出することを

課している。 

①FD 研修会

学内外の講師における全教職員対象の FD 研修会を、各年度に 1 回以上開催して

いる。これによって、FD 活動の重要性を周知し、他学や学内の先進的な取り組みに
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ついての知見を得て、本学の教育研究活動の向と、職員の知識・技能の向上を を図

っている。 

②学科内 FD 検討会

年度ごとに、各学科の特性に合わせた FD に関する取り組みを行い、内容を報告書

にまとめて FD 委員会に報告している。委員会では、全学的な見地から内容について

検討し、その結果について教職員間での情報の共有化を図るとともに、個々の教育力

の向上に役⽴てる重要な機会としている。 

③FD 実施計画の策定

年度初めに、各学科の FD に関する実施計画を策定して、FD 委員会及び⾃⼰点検

評価委員会で共有化を図り、前期終了後に取組状況を同委員会で中間報告、年度末

に取組結果の報告を行い、学科の教育力改善・強化に役⽴てている。また、同委員

会では学外の FD 研修会出席を奨励している。 

（３）学生による授業アンケートの実施 

学修ポータルサイト（光華 navi）を利用した学生授業評価を FD 委員会が中心となり

前・後期、年 2 回実施している。その評価の分析結果を担当者個人に通知して各教員の個

別的対応を求めるとともに、学科ごとに分析結果を検討し、学生の要望に対して組織的に

対応していくことで、授業改善に役⽴てている。 

（４）教員評価制度 

教育活動、研究活動、管理運営、諸貢献ごとに実績シートを策定して、授業評価、学生

指導、FD 活動、研究論文、学会発表、外部研究資金の獲得状況、学内校務、社会貢献な

どをポイント化し、その合計による 5 段階評価による教員評価を実施している。各教員

の⾃⼰評価結果については、学科長、学部長、学長による内容確認を受けた後、教員評価

委員会において最終評価を行っている。概要の集計結果と分析については⼤学運営会議

へ報告され、総括を行い、教員組織の適切性について改善点や向上策を議論している。教

員各⾃が⾃身の総括を行うことで教育・研究の質向上に役⽴てるとともに、教員人事の昇

任の際の資格評価基準としても活用している。 

（５）EM・IR の取組

本学では「学生の主体的な学び」の実現へ向けた教学マネジメントの一環として、カリ

キュラム改革、授業内容・方法の改善、教員の授業実施能力の向上などに取り組んできた。

そのために、⼊学前から卒業後までの学生に関わる情報を収集し、在学中の教育支援及び

卒業後も含めた将来にわたる支援を行うエンロールメント・マネジメント（EM）の円滑

な推進と成果達成を図るため、EM・IR 部を設置している。EM・IR 部は部長（副学長）、

部長補佐（教員・職員から各 1 名）、専門的な研修を受けた専任事務職員、学生に関わる
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各部署との兼任の職員から構成されている。 

EM・IR 部では、学生による授業評価、学修時間等を把握するための ALCS 学修行動比

較調査・学修行動調査、新⼊生アンケート、卒業生満足度アンケート、KOKA 的学生実

態調査、ディプロマポリシーの達成度調査、成績分布状況、退学状況、⼊試区分ごとの学

生の成績状況等のデータの収集・分析を行っており、上記の EM に関する取組ならびに

教学 IR に関するアセスメントの取組を行っている。これらの情報は、⼤学運営会議、各

学科、各種委員会に報告され、教員及び職員の知識向上や教育活動、学生指導の改善に活

用されているほか、ホームページ等を通じて情報公開している。 

（６）SD 研修

学校法人光華女子学園 SD 規程に基づき、光華女子学園教職員としての能力、資質等を

向上させるとともに、職務の遂行に必要な知識、技能等の修得を目的とし、学内外問わず、

戦略的に研修等を実施している。 

具体的には、建学の精神や教育方針の理解と具現化に向けた取り組みや、高等教育機関

としての役割を果たし、地域のプラットホーム校として認知される総合学園となるべく、

様々な教育改革の推進や教育効果の発信を積極的に実践していくことについて、知識や

理解を深めるための取り組みを実施している。 

さらに、毎年、学生、教職員の一人ひとりが心理的、身体的に安全かつ快適な環境で勉

学に研究に専念し、充実したキャンパス・ライフを送ることのできるよう、ハラスメント

研修や、人権講演会など様々な取り組みを実施し、教職員として必要な資質の向上に努め

ている。 

また、充実した教育研究の環境整備や健全な⼤学運営が実現できるよう、教職協働を

推進しながら、特に事務局の組織体制を強化していくことも必要であると認識している。

それらを推進していくためにも「学習する組織」を目指し、職員一人ひとりのスキルアッ

プや能力開発に向けた成長戦略を⽴て、教育研究体制の質の向上や教育環境の充実とと

もに、経営・運営基盤の強化を図るべく、毎年、組織的かつ戦略的に SD 研修等を実施し

ている。（資料 18） 

１６. 社会的・職業的⾃⽴に関する指導等及び体制

本学では、学生一人ひとりの興味や能力に合った分野を見出し、その分野への就職を実現 

する「就職満足度 100％」を目指したキャリア教育を実施している。具体的には、学ぶ姿勢、

働く意欲、⾃⽴心、人間性を高めるなどを含む、どんな職種でも共通して求められる「社会

人基礎力」を身につけ、社会へと送り出すことができるよう、⼊学直後からの一貫した支援

態勢を整えている。 
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（１）教育課程内の取組について 

社会人として基本的に必要な、読む・書く・聞く・話す力や、理解力、表現力、論理的 

思考力といった基本的能力の養成、及び働くことへの意欲を高めることを目的に、導⼊教

育から専門教育までの正課教育をキャリア教育の視点から総合的かつ体系的に実施でき

るように編成している。１年次には「京都光華の学び」、「基礎ゼミ」、「データサイエンス

⼊門」等の科目を、2 年次以降は「医療英語」や「プレゼンテーション」、専門科目を中

心に配当する。 

①「京都光華の学び」

本演習は、本学における初年次教育の土台として位置付けられるものである。主に２

つのパートから成り⽴っており、ひとつは本学のことを学ぶパート、もうひとつは、高

校までの勉強を⼤学の学びに転換していくパートであり、主に主体的に考え学ぶ力（批

判的思考力）を養う。社会の一員である⾃分の選択や行動が、日々社会を形作っている

ことを⾃覚し、本学の一員として、また社会の成員（市民、シティズン）として「主体

的に考える力（批判的思考力）」を身に付ける。 

②「基礎ゼミ」

教育サポートの中心として、少人数制によるきめ細かな指導を行う。短⼤での学修

の基盤となるアカデミックスキルを学び、⾃らのキャリア育成のために必要な力を身

につけることを目的とする。具体的には、レポート作成の基本を中心に、学修行動と

して不可欠なノートテイクや情報収集、文献検索方法等のスキルを身につける。ま

た、「建学の精神」の理解や教員・学生間でのコミュニケーションを通して、他者を理

解する力やコミュニケーション力を培う。 

（２）教育課程外の取組について 

⼊学時のオリエンテーション等でキャリア教育の概要を説明する「キャリア教育ガイ

ダンス」、本学と連携している企業での就業体験を通して働くことの意味や⾃分の適性や

適職を見出すきっかけにしている。新たに類型されたインターンシップとして、「オープ

ンカンパニー」や「キャリア教育」を奨励することでキャリア形成を支援する。他にも 4

年間の⼤学生活の中でビジネスマナーが⾃然に身につくようキャリアアドバイザーが低

学年次から基本的な礼儀作法や一般常識を指導する「ビジネスマナー講座」等の各種キャ

リアアッププログラムを開講して社会人に必要な心構えや能力を養成している。学生一

人ひとりに寄り添い、多様な選択肢から⾃分にあったキャリアを選択できるよう環境を

整えている。また、1 年次より、各種資格取得、将来の仕事などあらゆる場面に役⽴つ能

力の習得を目指した「資格取得支援」を行っている。具体的には、筆記試験対策講座、

TOEIC 対策講座、話しことば検定対策講座、面接スキルアップ講座、ICT 関連講座など

を開催している。 
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（３）適切な体制の整備について 

本学の進路支援については、学生支援の方針に基づき、「キャリア教育支援」、「就職支

援」及び「教職・保育職資格取得・就職支援」の 3 つを柱とした各種取り組みを行ってい

る学生一人ひとりに寄り添い、興味や能力に合った分野を見出し、その分野への就職を実

現する「就職満足度 100％」を目指したキャリア教育を実施している。具体的には、学ぶ

姿勢、働く意欲、⾃⽴心、人間性を高めるなどを含む、どんな職種でも共通して求められ

る基礎力を身につけ、女性のリーダーシップスキルを育成して社会へと送り出すことが

できるよう、⼊学直後から一貫したサポート体制を整えている。 

①キャリア教育

女性キャリア開発研究センターでは、⼊学後から学生は⾃らの将来と進路について

考え、その学生 1 人 1 人の可能性を伸ばすための相談や助言を適宜行っている。セン

ターでは、全学科共通科目として正課授業とあわせ、正課外教育としてもキャリア形成

支援の機会を提供している。これらは、⼤学コンソーシアム京都のキャリア教育プログ

ラムや企業・⾃治体・NPO 法人などでの就業体験、また、それらの経験を通しての社

会人としての心構え、仕事のやりがい、働くことの意味を考え、⾃身の適性・能力を見

出す機会としている。事前学習ではガイダンスの開催、企業研究や目標設定、応募書類

のアドバイスや添削、事後学習では振り返りを行い、プレゼンテーションスキルを実践

的に活用している。ビジネスマナー講座では、低学年から各学科とも協力してキャリア

アドバイザーが基本的な礼儀作法や一般常識の指導している。

また、職業情報の検索、適性と職業との適合、キャリアプランニングなどが、パソコ

ンから簡便にできる職業適性検査「キャリア・インサイト」を導⼊し、キャリアアドバ

イザーからのフィードバックと合わせ、今後のキャリアについて考える機会としてい

る。センター内には図書コーナーを設置し、国⽴女性教育会館（NWEC）女性教育情報

センター所蔵図書のパッケージ貸出サービスなどの展示を行っているほか、キャリア・

しごと、災害、LGBTQ など、さまざまなテーマでの講座を実施している。その他、「卒

業生交流スペース」を開設し、卒業生の就職先情報や商品、在学生へのメッセージなど

を掲示し、OG 訪問の機会へとつなげている。学習ステーションにおいても、資格コー

ナーを開設、資格アドバイザーを配置し、資格取得に関する相談や各種検定試験対策講

座の開催など学生の資格取得の支援に取り組んでいる。 

②国家資格取得支援

看護師・保健師・管理栄養士・社会福祉士・言語聴覚士・作業療法士・歯科衛生士等

の専門職に関する国家資格については、学生サポートセンターと学科教員（クラスアド

バイザー・国家試験対策委員）が連携し、学内で対策講座を開催して合格に向けた支援

を行っている。定期的に実施する模擬試験の結果を踏まえ、習熟度別に効果的な学習機

会を提供している。また、学習ステーションでは、⾃学⾃習を行える環境に加え、授業

課題に不安のある学生や個別支援が必要な学生を、常駐するスタッフとクラスアドバ
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イザーが連携し、成績や授業の出席状況に問題のある学生（要支援学生）の早期発見・

早期指導を行える体制が整っている。 

③就職支援

学生の就職支援は就職支援センターが担当しており、就職活動につながるキャリア

実習については、担当している女性キャリア開発研究センターと適宜連携している。な

お、令和 3 年度より、学科教員との連携を深めることを目的に、⼤学運営会議の専門委

員会として就職支援委員会を設置して、就職支援に係る計画及び⽴案に関する事項、学

生の就職に係る学科・専攻との連絡調整に関する事項、就職に係る情報の収集及び提供

に関する事項等を審議・報告している。また、コロナ禍においては、就職支援委員・学

科コモンズ職員と就職支援センターが情報を共有して、学生にタイムリーな発信を行

えるよう連携強化に努めた。 

ⅰ個別の就職支援 

短⼤ 2 年生の卒業前年度の 4 月、就職活動のすべてが記載されている「CAREER 

GUIDE BOOK」を学生全員に配布し、就職支援センターの職員が豊富な経験と最

新データをもとに、対面や Web による個別面談・模擬面接、メールや LINE による

相談を行い、学生一人ひとりが納得いくまでマンツーマンの指導にあたっている。

なお、UIJ ターン学生については、全国の学生就職情報、ハローワーク、商工会議所

の HP から情報を⼊手し、個別にフィードバックし、学生のニーズに対応した支援

を行っている。 

ⅱ各種就職ガイダンス 

年間 4 回開催する就職ガイダンスを中心に、それを補足する各種セミナー等にお

いて、就職活動の準備、就職活動の方法、企業の人事担当者の考え方などの説明を

行い、学生の疑問に答えている。具体的には、業界研究・求人情報の探し方、⾃⼰

分析、エントリーシート・履歴書の書き方、SPI 試験対策、面接対策、就職活動に適

したメイクや身だしなみ、先輩による就職体験談が聞ける OG 懇談会、学内合同企

業セミナー等を開講し、実際の就職活動のノウハウを身につける。また、実際に現

場で働く歯科衛生士を招き、直接話を聞くことができるセミナーを開催し、医療現

場における具体的な仕事のイメージを持ち、就職活動に臨むことができる。 
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